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令和５年６月21日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和５年度宮崎県一般会計補正

予算（第２号）

○議案第５号 警察関係使用料及び手数料徴収

条例の一部を改正する条例

○議案第６号 地方警察職員の特殊勤務手当に

関する条例の一部を改正する条

例

○議案第９号 宮崎県高齢者、障がい者等の移

動等の円滑化の促進に係る信号

機等に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例

○議案第18号 宮崎県教育振興基本計画の変更

について

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて

・令和４年度宮崎県公営企業会計（電気事業）

予算繰越計算書

・令和４年度宮崎県公営企業会計（電気事業）

継続費繰越計算書

・令和４年度宮崎県繰越明許費繰越計算書

・令和４年度宮崎県事故繰越し繰越計算書

○その他報告事項

・Ｇ７宮崎農業大臣会合等に伴う警備諸対策に

ついて

・一ツ瀬県民スポーツレクリエーション施設に

おける次期指定管理候補者の選定について

○閉会中の継続審査について

出席委員（７人）

委 員 長 山 内 佳菜子

副 委 員 長 山 内 いっとく

委 員 西 村 賢

委 員 日 髙 陽 一

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 齊 藤 了 介

委 員 井 本 英 雄

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

警察本部

警 察 本 部 長 山 本 将 之

警 務 部 長 黒 川 清 彦

警務部参事官兼
山 﨑 猛

首 席 監 察 官

生 活 安 全 部 長 迎 修 二

刑 事 部 長 三 原 健

交 通 部 長 湯 浅 晴 之

警 備 部 長 久留米 英 樹

警務部参事官兼
黒 木 真 二

会 計 課 長

警務部参事官兼
日 髙 貴

警 務 課 長

警務部参事官兼
神 村 守 人

総 合 管 理 課 長

生活安全部参事官兼
室 屋 利 春

生活安全少年課長

総 務 課 長 杉 村 昌 俊

生 活 環 境 課 長 田 中 宏 光

サイバー犯罪対策課長 小 野 哲 也

交 通 規 制 課 長 岩 田 浩 幸

運 転 免 許 課 長 池 田 健 二

企業局

企 業 局 長 井 手 義 哉

副 局 長
山 下 栄 次

（ 総 括 ）

令和５年６月21日(水)
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副 局 長
有 馬 誠

（ 技 術 ）

技 監 宮 田 晃 尚

総 務 課 長 伊 豆 雅 広

経 営 企 画 室 長 山 元 孝 訓

工 務 管 理 課 長 丹 山 竜一郎

施 設 保 全 課 長 松 生 晃

発 電 設 備 課 長 日 髙 誠

総 合 制 御 課 長 小 野 一 彦

教育委員会

教 育 長 黒 木 淳一郎

副 教 育 長 小 牧 直 裕

教 育 次 長
奥 村 昌 美

（教育政策担当）

教 育 次 長
佐々木 孝 弘

（教育振興担当）

教 育 政 策 課 長 久 保 範 通

財 務 福 利 課 長 畑 中 道 一

育 英 資 金 室 長 唐仁原 博

高 校 教 育 課 長 間 曽 妙 子

義 務 教 育 課 長 田 中 幸 一

特別支援教育課長 横 山 貢 一

教 職 員 課 長 大 山 和 彦

生 涯 学 習 課 長 猪 野 貴 一

スポーツ振興課長 木 宮 浩 二

文 化 財 課 長 長 友 由美子

人権同和教育課長 永 井 敬 雄

図 書 館 長 平 山 文 春

美 術 館 副 館 長 梅 田 一 明

総 合 博 物 館 長 松 野 義 直

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 黒 田 真 紀

政策調査課主査 西 尾 明

○山内委員長 ただいまから文教警察企業常任

委員会を開会いたします。

まず、委員席の決定についてでありますが、

現在、お座りの席のとおり決定してよろしいで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、本日の委員会の日程についてでありま

す。

日程案につきましては、お手元に配付のとお

りでありますが、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、議案第６号に対する人事委員会の意見

についてであります。

お手元に配付しております「条例案に対する

意見について」を御覧ください。

これは、地方公務員法第５条第２項の規定に

基づき、議会は人事委員会の意見を聴くことと

なっており、その回答でありますので、参考に

お配りしております。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午前10時０分休憩

午前10時３分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、警察本部長に概要説明を求めます。

○山本警察本部長 本日、御審議いただきます

議案は４件でございます。

お手元にございますけれども、議案第１号「令

和５年度宮崎県一般会計補正予算（第２号）」

令和５年６月21日(水)
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のうち公安委員会、警察本部に係るもの、議案

第５号「警察関係使用料及び手数料徴収条例の

一部を改正する条例」、議案第６号「地方警察職

員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正す

る条例」、議案第９号「宮崎県高齢者、障がい者

等の移動等の円滑化の促進に係る信号機等に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例」、

以上４件でございます。

また、報告事項といたしまして、県警察車両

の交通事故等に伴います損害賠償額を定めたこ

とについて、また、令和４年度宮崎県繰越明許

費繰越計算書について、御報告申し上げます。

あわせて、その他報告事項といたしまして、

本年４月22日、23日に開催をされましたＧ７宮

崎農業大臣会合、そして５月に開催されました

Ｇ７広島サミットに伴う警備諸対策について、

報告を申し上げます。

○山内委員長 次に、議案等についての説明を

求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○黒川警務部長 それでは、令和５年６月定例

県議会提出の議案第１号「令和５年度宮崎県一

般会計補正予算（第２号）」の公安委員会関係に

ついて、御説明いたします。

常任委員会資料３ページの令和５年度宮崎県

一般会計補正予算の資料を御覧ください。

警察費の６月補正額は、総額359万9,000円を

お願いしております。

これは、新規事業であります、ドローン活用

強化事業の費用で、科目別では資料５ページに

なります。（款）警察費、（項）警察活動費、（目）

警察活動費、（事項）一般活動費となります。

次に、資料６及び７ページを御覧ください。

事業の概要でございます。

同事業は、高性能ドローンを整備し、災害現

場等での啓発活動を強化するとともに、緊急時

に対応できるドローン操縦士を育成することを

目的としております。

また、活動用ドローン１機と訓練用ドローン

の購入費用やドローンスクールの受講費用を計

上しております。

今回の補正により、公安委員会の補正後の予

算額は、恩給及び退職年金費を除き、277億7,478

万2,000円となります。

続きまして、議案第６号「地方警察職員の特

殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例」

について、御説明いたします。

資料の８ページを御覧ください。

今回、条例の一部を改正する理由につきまし

ては、警察職員が警護対象者の身辺の警護に従

事した場合等に支給される特殊勤務手当の額を

引き上げるため、関係規定の改正を行うもので

あります。

以下、改正の内容について御説明いたします。

１点目は、身辺警護等作業手当の引上げにつ

いてであります。

身辺警護等作業手当は、側近警衛員として皇

族の側近の警衛、または身辺警護員として警護

対象者の身辺の警護に従事した場合に支給され

る特殊勤務手当でありますが、とりわけ警護対

象者の身辺の警護につきましては、昨今の警護

を取り巻く情勢の変化から、作業の危険性、困

難性及び作業に従事する職員の精神的緊張の度

合いが高まっております。

これらを考慮し、令和５年度の地方財政計画

において特殊勤務手当の引上げが容認されたこ

とに鑑みまして、警護対象者の身辺の警護に従

事した場合における特殊勤務手当の額を、１日

当たり640円から1,150円に引き上げるものであ
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ります。

２点目は、遠隔地水上警戒作業手当の引上げ

についてであります。

遠隔地水上警戒作業手当は、尖閣諸島周辺海

域において、海上保安庁の巡視船に乗船して警

戒作業に従事した場合に支給される特殊勤務手

当で、本年２月県議会定例会で御承認をいただ

き新設された特殊勤務手当でありますが、とり

わけ夜間に作業を行う場合は、昼間に作業を行

う場合と比較して一層の危険性を有し、作業に

従事する職員に、より精神的緊張・肉体的労苦

を強いることとなります。

これらを考慮し、令和５年度の地方財政計画

において特殊勤務手当の額の引上げが容認され

たことに鑑みまして、夜間（日没時から日出時

までの間）に従事した場合における特殊勤務手

当の額を、１日当たり1,100円から1,650円に引

き上げるものであります。

最後に、改正条例の施行期日等についてであ

りますが、令和５年度の地方財政計画において

特殊勤務手当の額の引上げが容認されたことに

鑑みまして、公布の日から施行し、令和５年４

月１日から適用することといたします。

○湯浅交通部長 それでは、議案第５号「警察

関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正す

る条例」について、説明いたします。

今回の改正につきましては、道路交通法関係

でございます。

初めに、文教警察企業常任委員会資料の９ペ

ージを御覧ください。

項目１の改正の理由につきましては、道路交

通法の一部を改正する法律の施行に伴い、来月

から特定小型原動機付自転車が導入され、その

運転手について、３年以内に２回以上、信号無

視等の一定の危険行為をした場合に、特定小型

原動機付自転車運転者講習を受講することとさ

れました。

同様の講習制度が、自転車運転者に対する自

転車運転者講習として道路交通法第108条の２

第15号に定められておりましたが、今回の改正

において、第15号は特定小型原動機付自転車運

転者講習となり、自転車運転者講習が第16号に

移動することから、講習手数料に関する条例改

正が必要となったものです。

項目２の改正の内容につきましては、条例第

３条第１項第68号講習手数料に、特定小型原動

機付自転車を運転して一定の危険行為をした者

が受講する特定小型原動機付自転車運転者講習

手数料を追加いたします。

具体的には、第３条第１項に掲げる手数料の

金額その他その徴収に関する事項を定めている

別表第２に、資料の表右側に赤字で記載してお

ります項目が追加されます。

項目３の本条例の施行期日につきましては、

本年７月１日であります。

次に、資料10ページ、特定小型原動機付自転

車についてを御覧ください。

ページ中央にある画像のように、いわゆるキッ

クボードの形状をしているものを例に御説明い

たします。

車両の区分としましては、上の表にあるとお

り、原動機付自転車に含まれることとなったこ

とから、従来の原付免許が必要な原動機付自転

車は、一般原動機付自転車と呼ばれることにな

ります。

特定小型原動機付自転車も一般原動機付自転

車と同様に、市町村が交付するナンバープレー

トを表示する必要があるほか、自賠責保険の加

入も必要となります。

一般原動機付自転車との大きな違いは、運転
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免許が不要であることと、最高速度が時速20キ

ロメートル以下である点です。

また、特定小型原動機付自転車のうち、最高

速度が時速６キロメートル以下であるものを特

例特定小型原動機付自転車と規定し、現状の「普

通自転車歩道通行可」の道路標識がある歩道を

走行することができることとされましたが、こ

れは、特定小型原動機付自転車の走行モードを

操作装置で切り替えることで、特例特定小型原

動機付自転車として歩道を走行できるものが販

売されると想定しており、ページ下側の保安基

準項目に記載されております最高速度表示灯は、

点灯か点滅かによって、どちらの走行モードで

走行しているかが判別できるようになっており

ます。

次に、資料11ページ、特定小型原動機付自転

車運転者講習についてを御覧ください。

項目１の講習の対象につきましては、特定小

型原動機付自転車を運転して、信号無視などの

一定の危険行為を、３年以内に２回以上行った

者が対象となり、都道府県公安委員会が講習の

受講を命じます。

この一定の違反行為を特定小型原動機付自転

車危険行為といいます。

項目２は、特定小型原動機付自転車危険行為

に該当する17の違反を記載しております。

特定小型原動機付自転車による違反は、交通

反則通告制度が適用されるため、反則金が科さ

れますが、運転免許が不要であるため点数制度

は対象外となっています。

項目３の受講命令違反につきましては、項目

１で説明いたしました都道府県公安委員会によ

る特定小型原動機付自転車運転者講習の受講命

令に従わない場合の違反であり、５万円以下の

罰金が定められました。

それでは、議案第９号「宮崎県高齢者、障が

い者等の移動等の円滑化の促進に係る信号機等

に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例」について説明いたします。

資料の12ページを御覧ください。

今回改正する条例は、「高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律」、いわゆるバ

リアフリー法が制定され、この法律に基づき市

町村が移動等の円滑化に係る事業を推進する重

点整備地区を設定し、当該重点整備地区におい

て必要な信号機や道路標識及び道路標示の基準

を定めた条例であります。

改正する条例の第２条第２号は、歩行者と車

両を分離して信号機を運用する歩車分離式信号

機についての基準を示しており、歩行者用信号

機に従う対象を規定しています。

項目１の改正の理由は、道路交通法の一部を

改正する法律により、遠隔操作型小型車と特定

小型原動機付自転車が新たに定義されたことで

道路交通法施行令での信号機の意味が改正され

たため、条例の一部を改正するものであります。

項目２の改正の内容を説明いたします。

資料13ページを御覧ください。

道路交通法の改正により、人または物の運送

の用に供するための原動機を用いる小型の車で

あって、遠隔操作により通行させることができ

るもののうち、車体の大きさ及び構造が歩行者

の通行を妨げるおそれのないものとして内閣府

令で定める基準に該当するものであり、かつ内

閣府令で定める基準に適合する非常停止装置を

備えているものが遠隔操作型小型車と定義され、

原則として歩道または路側帯を通行すべきこと、

歩行者の通行を妨げることとなるときは当該歩

行者に進路を譲らなければならないことなど、

その通行方法が整備されました。
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遠隔操作型小型車が道路を通行するときは、

歩行者には当たらないものの、信号等に従う義

務等の規定の適用に当たっては、歩行者と同様

に取り扱うこととされました。

これを踏まえ、道路交通法施行令第２条が改

正され、歩行者をその表示の対象としている信

号については、その対象に遠隔操作型小型車を

加えることとされました。

同様に、自転車に対して表示するものとされ

ている信号の意味に、特定小型原動機付自転車

が加えられました。

資料の14ページを御覧ください。

特定小型原動機付自転車のうち、構造上の最

高速度が時速６キロメートル以下であることな

ど、一定の要件を満たすものは特例特定小型原

動機付自転車として、普通自転車歩道通行可の

標識がある歩道を通行することができることと

されました。

これを踏まえ、道路交通法施行令第２条の改

正によって普通自転車をその表示の対象として

いる信号については、その対象に特例特定小型

原動機付自転車が加えられました。

次の資料15ページを御覧ください。

道路交通法施行令第２条の改正により、歩行

者用信号機の横に自転車・歩行者専用と表示し

た標示板を設置した場合、改正前は歩行者また

は自転車が対象でしたが、改正後は歩行者及び

遠隔操作型小型車または特定小型原動機付自転

車及び自転車が対象となります。

また、歩行者用信号機のみが設置された場合、

改正前は歩行者または普通自転車が対象でした

が、改正後は歩行者及び遠隔操作型小型車また

は特例特定小型原動機付自転車及び普通自転車

が対象となります。

以上を踏まえ、本条例の規定について改正を

行うこととしました。

よって、資料の12ページ、項目２の改正の内

容の改正後の赤字で示した部分が追加されるこ

ととなります。

項目３の本条例の施行期日につきましては、

本年７月１日であります。

○山内委員長 執行部の説明が終了しました。

議案等について質疑はありませんか。

○齊藤委員 ドローン活用強化事業についてお

尋ねしますけれども、１台当たりの価格と、具

体的にどういった点が高性能になっているのか。

あと、整備されるドローンは、どこに保管、

配備されるのか教えてください。

○黒川警務部長 本年度は、活動用のドローン

と訓練用のドローンをそれぞれ１台ずつ購入す

る予定であります。

訓練用ドローンにつきましては、令和５年度

から令和７年度にかけまして、１台ずつ購入し、

計３台購入する予定でございます。

金額でございますが、活動用ドローンにつき

ましては、１台当たり330万円、訓練用ドローン

につきましては、１台当たり７万9,000円でござ

います。

○黒木会計課長 性能について、今１台保有し

ているドローンと高性能になる新しいドローン

の差も含めて、説明したいと思います。

飛行性能でいきますと、今保有しているドロ

ーンは飛行継続時間が15分間で、今回購入す

る330万円の高性能ドローンは25分間と延びてお

ります。

それと、ドローンは風に非常に影響されるも

のですが、現在、秒速10メートルに堪えられる

ドローンがありますけれども、今回導入するド

ローンについては、風速15メートルに堪え得る

ものとしております。
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なお、最大操作距離 どこまで離れて操作

ができるかについては、現在のドローンが１キ

ロメートル、新しいドローンが４キロメートル

と、高性能で活用の拡大が図られると期待でき

るものを購入する予定でございます。

なお、保管場所については、警察本部の施設

装備課の倉庫を予定しております。

○井本委員 ドローンを飛ばすことによって、

捜査の能力は恐らく高められる感じはするけれ

ども、逆に、市民に対する監視につながるので

はないかという気もします。その辺は、論じら

れたことはあるんでしょうか。要するに、プラ

イバシーとか狭められることにはならないので

しょうか。

○黒川警務部長 一般的に、ドローンは、空撮

や測量、設備点検、インフラ点検、農薬散布等

に用いられているということですが、警察にお

きましては、現在、災害現場や山林火災現場の

状況確認のほか、台風の降雨の影響により発生

した土砂崩れ現場等における行方不明者の捜索

活動に活用しているところであります。

今後のドローンの活用の範囲につきましては、

現場からの要請に応じて検討してまいりたいと

考えております。

○井本委員 ドローンで監視する場合に、何の

許可もなく勝手に人のところをのぞくというよ

うなことができるのかが疑問で、そういう議論

はなかったのでしょうか。

○黒川警務部長 ドローンの飛行レベルとして、

どういうレベルで、どういう目的に使えるかと

いうのがございます。

レベル１は、目視での操縦飛行、いわゆる空

中からの撮影や点検等に活用するもの。レベル

２は、目視内で自律飛行するもの 農薬の散

布だとか土木の測量等で活用するもの。レベル

３は、無人地帯での目視外飛行 山間部の配

送などでございます。レベル４は、有人地帯で

の目視外飛行ということでございます。

県警が行っているドローンの飛行目的は、基

本的に空撮でございまして、目視内での操縦飛

行を行っていますので、レベル１となります。

ライセンスの必要のない飛行はレベル３まで

でございまして、令和４年12月５日に改正航空

法が施行されまして、国家資格である無人航空

機の操縦者技能証明制度が開始されました。

人の監視、レベル４の有人地帯での目視外飛

行を行うような場合は、操縦のライセンスが必

要でありまして、県警では、現在そのライセン

スは取得しておりません。今後、犯罪捜査等で

活用するような場合があれば、ライセンス取得

も検討してまいりますが、今のところ、そうし

たことは考えておりません。

○山本警察本部長 私から補足させていただき

ますけれども、例えば、中山間部で人が踏み入

れられないようなところや警察犬も入れられな

いようなところで人がいなくなったとか、ドロ

ーンであれば上空から人を見つけることができ

るようになりますし、あるいは現場で鑑識活動

が随分難しかったりするようなときに上空から

見て使うというような活用を考えており、災害、

事件、事故といった目的で使っていくというこ

とでありまして、何かを監視するとか、防犯カ

メラ代わりに使うとか、そういうことは全く想

定しておりません。

○井本委員 要するに、目的は制限されている

ということですね。

○山内副委員長 警察職員特殊勤務手当に関す

る条例に関して、議案書の31ページで、別表の

第４条関係、改正後の「作業区分」で、「天皇等

の警護とその他の警護」、そして「警護対象者の
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警護」となっているんですけれども、まず、書

き方として、「その他」は普通一番最後に来ると

思いますが、つくり的に真ん中に「その他」が

あって問題ないのか、確認でお聞きします。

あと、この条例は４月１日からということで

すけれども、Ｇ７宮崎農業大臣会合も対象にな

ると思いますが、今回の条例改正によって、警

護費が大体どれぐらい増加するのか、分かれば

教えてください。

○神村総合管理課長 「その他」の書き方です

けれども、一番上に皇族に関する警衛のことが

書いてあります。皇族に関するのが警衛ですの

で、次に、その他の皇族に関する警衛、その下

に警護対象者、要するに皇族でない者になるも

のですから、警護対象者の警護という書き方で、

県の法制担当に協議し、条文をつくっておりま

す。

○黒川警務部長 Ｇ７宮崎農業大臣会合におけ

る警護対象者は、農林水産大臣１人のみですの

で、それに従事する警護要員に対する手当が支

給されることになりますが、金額的にはそれほ

ど大きな額にはならないと認識しております。

○山本警察本部長 補足させていただきますと、

４月からということになりますと、Ｇ７宮崎農

業大臣会合に伴う警護もございましたし、その

他警護対象者が宮崎県に来県されて警護を実施

しているものもございます。

金額を申し上げますと具体的な警護体制に直

結してしまいますので、詳細な御回答はできま

せんけれども、それほど大きな額ではないと御

理解いただければと思います。

○齊藤委員 具体的に警護対象者は、どんな人

たちか教えてください。

○久留米警備部長 警護対象者は、国家公安委

員会規則である警護要則で定められております。

具体的には内閣総理大臣、国賓、その他生命及

び身体に危害が及ぶことが国の公安に係ること

となるおそれがあるものとして警察庁長官が定

める者と指定されております。警察庁長官が定

める者は、具体的には衆議院議長、参議院議長、

最高裁判所長官、国務大臣などが含まれており

ます。

○齊藤委員 身辺警護作業手当は、これまで640

円、今度引き上げても1,150円、こんな安い手当

で、岸田総理、その前の安倍総理が襲われた事

件などを考えると、一県民の立場としては正直

申し訳ない気持ちですけれども、全国的にこう

いう金額なんでしょうか。

○黒川警務部長 特殊勤務手当は、著しく危険、

不快、不健康または困難な勤務、その他著しく

特殊な勤務で、給料上特別の考慮を必要とし、

かつ、その特殊性を給料で考慮することによっ

ては適当でないと認められるものに従事する職

員に対して支給される手当でございますが、こ

の特殊勤務手当の金額につきましては、地方財

政計画というものに定められておりまして、そ

の地方財政計画に基づいて金額が決定されてお

るもので、全国一律のものでございます。

○齊藤委員 議案９号、遠隔操作小型車につい

て、資料13ページの下にイメージ図が出ている

んですけれども、実際、宮崎県内でも走ってい

るのですか。

○湯浅交通部長 遠隔操作小型車につきまして

は、事前に公安委員会への届出が必要とされて

おりますが、現在、届出は受理しておりません。

現時点では宮崎県内は走っておりません。

○井本委員 イメージが湧かないけれども、東

京辺りではそういうのはあるのですか。

○湯浅交通部長 遠隔操作小型車の状況につい

て、警察庁に確認しましたところ、現在、実際
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に届出が受理された都道府県はございません。

ただ、今までに実証実験を実施した都道府県

が８都県ございます。東京都、神奈川県、茨城

県の３都県につきましては、現在も実験が継続

しているということでございます。このほか、

千葉県、岡山県、福島県、兵庫県、広島県でも

実証実験を実施したと聞いております。

○井本委員 ということは、こういうのが多分

出てくるから、今のうちに法規制しておこうと

いうことですか。

○湯浅交通部長 そのとおりでございます。先

端技術の発展、人口減少社会、コロナ禍のとき

のソーシャルディスタンスとか、いろんな要素

があって、今のうちに法改正をして備えるとい

う趣旨でございます。

○前屋敷委員 特定小型原動機付自転車の御説

明で、いろんな違反をした場合の罰則だとか、

講習を受けるとかいう規定がございましたけれ

ども、特定小型原動機付自転車は、どなたでも

自由に購入できるのですか。免許証は要らない

のですよね。

○湯浅交通部長 そのとおりでございます。し

かし、16歳以上のみ運転できるとされておりま

すので、16歳に達していない未成年が買うこと

については、販売店のほうで適切に対処するよ

う事業者間のガイドラインを定めており、その

中で年齢確認を行うようにしています。16歳以

上であれば購入はどなたでも自由です。

現在想定されるのは、販売店での販売、イン

ターネットなどでの通信販売です。

○前屋敷委員 事細かに禁止規定も羅列してあ

りますけれども、この小型原動機付自転車に乗っ

たときに、いろいろなところでトラブルになる

のではないかと心配しています。

違反を犯したときの講習ではなくて、事前の

講習が必要ではないかと思います。

事故が起きた後では困るので、購入するとき

に、免許証は要らないけれども、気をつけて運

転しなければ事故につながりかねないというこ

とを説明するとか、そういうところは規定とし

てないのですか。

○湯浅交通部長 道路交通法の改正で、販売店

は交通安全教育を行うよう努めなければならな

いと、交通ルールを周知する努力義務が定めら

れております。これは店頭の販売店に限らず、

インターネットなどの通信販売においても同様

であります。

警察としましては、現在、県内で販売する販

売店について情報収集中でございます。販売店

を把握しましたら、パンフレットも用意してい

ますので、販売する際に交通ルールを周知して

いただくよう販売店に依頼していく予定です。

また、運転できるのは16歳以上なので、法律

上は高校生が使えることになります。これを通

学に利用することを学校が認めるか。通学に利

用しなくても、在学する高校生に私生活で利用

を認めるかということもございますので、現在、

教育委員会や学校とも連携して、事前の交通安

全教育は行っていきたいと考えております。

○前屋敷委員 そういう子供たちも含めて、利

用することが可能になっているわけですよね。

規定が非常に事細かくなっていますので、今、

御説明いただいただけではまだぴんとこないと

ころもあります。今のところ義務にはなってい

ないようですけれども、事前の認識を持っても

らうことが必要であり、非常に心配をしている

ところです。便利なだけに簡単に使えることに

よって、事故を巻き起こす可能性も出てくるわ

けですから、慎重に進めていく必要があるかと

思います。
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○齊藤委員 県内で走行している特定小型原動

機付自転車の台数は、県警では把握されていな

いのですか。

○湯浅交通部長 現在、日向市の観光協会が観

光客向けに電動キックボードのシェア事業を

行っていることを把握しています。個人で電動

キックボードを走らせていることについても、

県下の警察署に情報収集を指示しておりますが、

現在のところ把握できていない状況です。

○山内委員長 関連して、セグウェイもこの対

象に含まれるのでしょうか。

○湯浅交通部長 道路交通法の改正で、移動用

小型車と身体障がい者用の車椅子という区分が

できまして、どちらも原動機によって動くもの

を想定しておりますが、この移動用小型車と身

体障がい者用の車椅子は、歩行者とみなすとい

うことで、歩行者と同様に、歩道や路側帯を走

ることができることになります。セグウェイに

つきましては、定格出力がいろいろございまし

て、0.6キロワット以下で時速６キロという、ほ

ぼ歩行者と変わらない速度以下のものだけが移

動用小型車、速度が６キロを超えるものになる

と、その定格出力や速度に応じて、自動車また

は原動機付自転車の区分となってまいります。

補足しますと、セグウェイと言われている、施

設内で使用されている移動用の原動機付の車は、

施設外で使う立ち乗り用の移動用小型車と明確

に区別する必要があります。

○山内委員長 先ほど日向市観光協会の利用例

の話が出ましたが、セグウェイをシェラトンで

も活用するとか、観光でもどんどん使っていき

たいというような話を伺ったことがあったので、

確認させていただきました。

○湯浅交通部長 セグウェイに、定格出力に応

じてナンバーをつけますと、定格出力に応じた

自動車としての区分で公道で走ることができま

す。

○日髙委員 ニュースでも出ていましたけれど

も、県外では時速40キロ、50キロ出るものが既

に出ており、生身で乗るものなので、取締りも

していかないといけないと思いますが、そうい

う予定や計画もあるのでしょうか。

○湯浅交通部長 特定小型原動機付自転車につ

きましては、自転車と同じように時速20キロ以

下と定められておりますが、時速20キロ以下で

も交通事故というのは大変危険なものでござい

ます。

これにつきましては、平素は交通ルールの周

知を図るとともに、実務の現場においては交通

指導取締りを通じて、ルールを守った走行を指

導してまいりたいと考えております。その上で

一定の信号無視とか、悪質な違反を犯す者に対

しましては、交通反則通告制度 いわゆる青

切符で告知し、取締りも行っていきたいと考え

ております。

○日髙委員 生身の子供たちには危険な乗り物

だと思いますが、人は便利さを求めてしまうの

で、違反車をつくるところがあるとニュースで

取り上げられると、そこに注文が殺到している

という話もありますので、取締りはしっかりと

していただきたいと思います。

○前屋敷委員 最高速度が20キロ以下となって

いますけれども、性能としてはどの程度のもの

なのですか。常に20キロ以下で走行するとはな

かなか考えにくいものですから、条件によって

は、それ以上の速度で走行する可能性も出てき

て、危険が伴うと思っています。それぞれのメ

ーカーの性能によるかもしれないですけれども、

どの程度のものなのかと思いました。

○湯浅交通部長 特定小型原動機付自転車につ
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きましては、国土交通省所管で、型式認定制度、

または性能確認制度というものがございます。

道路運送車両法で保安基準が定められまして、

資料10ページにありますとおり、保安基準とし

て、最高速度が20キロメートル以下の性能のも

のだけが特定小型原動機付自転車として型式認

定番号標または性能確認済みシールを貼ること

ができます。そして販売店は、型式認定番号標

または性能確認済みシールが貼られたものでな

ければ、特定小型原動機付自転車として販売す

ることができない仕組みになっております。

例えば公道で時速30キロメートルで走るよう

な電動キックボードを見かけたら、まずは型式

認定番号標、性能確認済みシールがあるのか、

または市町村で特定小型原動機付自転車だけに

発行されるナンバープレートがありますので、

これがあるのか。また、最高速度表示灯を必ず

備えなければならないとされていますので、最

高速度表示灯の装備があるかを確認した上で、

特定小型原動機付自転車に該当しない電動キッ

クボードでありましたら、定格出力に応じて、

原動機付自転車以上の免許が必要な車として取

締りを行っていくこととなります。

○前屋敷委員 今の御説明で、そういう一定の

縛りはしっかりかかっているんだと思いました

けれども、それがちゃんと守られるかどうか、

これから注意していかないといけないところで

すね。

○山内委員長 ほかによろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 次に、報告事項に関する説明を

求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○黒川警務部長 それでは、損害賠償額を定め

たことについて御報告いたします。

資料の16ページをお開きください。

今回、御報告させていただく損害賠償事案は、

交通事故３件と車両損傷事故１件の、合わせて

４件であります。

まず、１件目の交通事故について説明します。

この事故につきましては、警備部外事課の警

察官が、令和４年10月13日午前11時30分頃、宮

崎市内の県道を捜査用車両で進行中、前方の相

手方車両が渋滞のため停止したにもかかわらず、

さらに先の車両に気を取られ、停止した相手方

車両に追突したものであります。

事故の原因につきましては、当該職員の前方

不注意の過失によるもので、相手方に過失はあ

りません。

物件損害については、車両の修理費として、34

万6,599円を県警の任意保険から支出しておりま

す。

公用車については、修理が必要な損傷はあり

ませんでした。

２件目の交通事故について説明します。

この事故につきましては、延岡警察署の警察

官が、令和４年10月28日午前６時20分頃、延岡

市内の市道において、同乗者を乗せてパトカー

で進行中、見通しの悪い丁字路交差点に進入し

た際、左方の安全確認が不十分であったため、

左から交差点に進入してきた相手方車両の右側

面に自車のフロントバンパー部を衝突させたも

のであります。

事故の原因につきましては、当該職員の左方

安全不確認、相手方の右方安全不確認の過失に

よるもので、過失割合は、県側が70％、相手方

が30％になっております。

この事故で、相手方は頸椎捻挫や右肩打撲の

けががありましたので、治療費や慰謝料として14
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万2,366円を県警の自賠責保険と任意保険から支

出しております。

物件損害については、車両の修理費として、14

万8,600円を県警の任意保険から支出しており、

人身損害と物件損害の合計は29万966円になりま

す。

公用車については、フロントバンパー部に軽

微な損傷がありましたが、廃車予定車両であっ

たため、修理は行っておりません。

３件目の交通事故について説明します。

この事故につきましては、都城警察署の警察

官が、令和５年１月26日午前11時25分頃、交通

事故の交通整理に従事するため、運転していた

パトカーを国道上に駐車する際、セレクトレバ

ーをパーキングに変更せず、ドライブ状態のま

まサイドブレーキをかけて降車したため、無人

の車両が前進を始め、相手方車両の右前部に自

車前部が接触したものでございます。

事故の原因につきましては、当該職員の停止

措置の過失によるもので、相手方に過失はあり

ません。

物件損害については、車両の修理費として、

４万5,210円を県警の任意保険から支出しており

ます。

公用車については、修理が必要な損傷はあり

ませんでした。

最後に、４件目の車両損傷事故について説明

いたします。

この事故につきましては、交通部高速道路交

通警察隊の警察官が、令和５年２月１日午後11

時55分頃、東九州自動車道上における交通事故

現場に臨場した際、事故車両が走行不能で、走

行車線にはみ出した状態であり、深夜帯で同車

両が黒色の塗色であったことから、二次事故を

防止するために、同車両の右後ろピラー部にス

パークマーカーと称する、磁石により取り付け

られる事故防止のための警告灯を、当事者に告

知せず、また、車両と警告灯の間に養生のため

の布等を置くことなく取り付けたため、同部に

擦過の損傷を与えたものであります。

事故の原因につきましては、車両と警告灯の

間に養生のための布等を置くことなく取り付け

た過失によるもので、相手方に過失はありませ

ん。

物件損害につきましては、車両の塗装修理費

として６万7,705円を県費から支出しておりま

す。

以上でございますが、県警では、交通事故発

生状況の分析結果等に関する資料を発出して、

それらの資料を活用した各所属幹部による指導

教養を随時行うとともに、交通事故を起こした

職員を対象に教養や実技指導を行う運転技能講

習会を開催したり、交通事故を起こした職員に

よる一定期間の街頭交通指導を実施するなどし

て、引き続き、交通事故防止対策に取り組んで

まいります。

続きまして、報告事項、令和４年度宮崎県繰

越明許費繰越計算書につきまして御説明いたし

ます。

資料は17ページでございます。

警察本部の繰越明許費は、資料下から２列目

の事業名「その他警察施設営繕等事業」、１

億1,860万3,000円と、その下の交通安全施設整

備事業、3,061万5,000円の２事業となります。

その他警察施設営繕等事業につきましては、

警察本部の空調や火災報知器を集中管理する中

央監視設備の改修工事と警察本部の照明制御設

備の改修工事、木脇駐在所の建設工事の３つの

工事を繰り越しております。

主な繰越しの理由につきましては、新型コロ
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ナウイルスや社会情勢の変化等により建設機材

の納品が間に合わないことや、想定しておりま

した地盤の補強ができず、工法の検討に時間を

要したため、やむを得ず繰り越したものであり

ます。

また、交通安全施設整備事業につきましては、

国土強靱化計画による国庫補助事業での信号機

のＬＥＤ化を行うものであります。

本事業につきましては、国の補助事業の決定

の時期が遅かったことにより、工事期間を確保

できず繰り越したものでございます。

○山内委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について、質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○久留米警備部長 引き続き、Ｇ７宮崎農業大

臣会合等に伴う警備諸対策について御説明しま

す。

資料の18ページを御覧ください。

本年は日本がＧ７議長国であり、広島での首

脳会合をはじめ、関係閣僚会合が全国14か所に

おいて開催され、当県では４月22～23日にシー

ガイアにおいて農業大臣会合が開催されました。

Ｇ７広島サミット及び関係閣僚会合等は、国

内外の要人が集まることからテロの標的になる

可能性があることに加え、過去、イギリスで開

催されたサミットでは、会合開催期間中に会場

と離れた都市で爆弾テロ事件が発生しているこ

とから、本県でのテロの発生も懸念される中で

の開催となりました。

また、農業大臣会合におきましては、世界的

規模で深刻化する気候変動やウクライナ危機に

より、食料価格の高騰、食料供給不足といった

食料安全保障に関する議論が予想され、国際的

な関心が高まることに加え、令和５年３月に開

催されたＧ７臨時農業大臣会合においてウクラ

イナに対するロシアの攻撃を強く非難する声明

が出されており、新ロシア勢力による会合会場

や宿泊ホテル、電力や空港などの重要インフラ

事業者等に対するサイバー攻撃の危険性もあり

ました。

さらには、インターネットやホームセンター

などで簡単に手に入る材料で爆発物が造れるこ

とから、爆発物原材料対策の強化や昨年の安倍

元総理への銃撃事件を受けて改正された警護要

則に基づく要人警護の強化が求められたほか、

技術の進歩によりドローンを用いた違法行為の

発生も予想されるなど、物理的攻撃やサイバー

攻撃への徹底した対策を講じる必要がありまし

た。

県警では、本年１月16日、宮崎県警察Ｇ７宮

崎農業大臣会合等警備対策室を設置し、要人の

身辺の安全確保、会合関連行事の円滑な進行の

確保、安全・安心な県民生活の確保を基本方針

として、各種対策を実施しました。

初めに、Ｇ７宮崎農業大臣会合に伴う事前対

策について説明をします。

農業大臣会合に出席される国内外要人の身辺

の安全確保に向け、昨年10月18日に宮崎駅前広

場で本番を想定した警護訓練を実施したほか、

以降も警護訓練を継続しております。

昨年11月24日には、警察本部におきまして、

爆発物原材料対策研修会を開催し、爆発物の原

材料となり得る化学薬品等を取り扱うホームセ

ンター、薬局等の事業者や行政機関・団体に参

加いただき、化学薬品に関する基礎知識の講演

や不審な購入者の来店を想定した対応訓練を実



- 14 -

令和５年６月21日(水)

施しております。

また、農業大臣会合開催直前の４月に発生し

ました岸田総理に対する爆発物投てき事案を受

けまして、金属製の筒状パイプを販売する県内

のホームセンター等に対し、注意喚起を呼びか

けました。

本年４月７日には、シーガイアにおきまして、

施設を管理するフェニックスリゾート株式会社

のほか、県内の重要インフラ事業者３社にも参

加いただき、サイバー攻撃に対する的確な初動

対応と、被害の未然防止や拡大防止を図るため

の対処訓練を実施しております。

次に、農業大臣会合開催中の対策について説

明します。

今回の警備では、県外からの特別派遣部隊

約500名とともに、関係施設周辺の警戒や検問を

実施し、テロ等違法行為の未然防止や国内外要

人の安全確保に当たりました。

会場周辺におきましては、交通渋滞等の発生

も懸念されたことから、事前にテレビ・ラジオ、

新聞紙面による広報をはじめ、ＳＮＳや関係機

関団体のホームページへの掲載、道路交通情報

掲示板などを活用した交通総量抑制への協力依

頼を実施した結果、県民の皆様の御理解・御協

力もあり、大きな混乱もありませんでした。

次に、Ｇ７広島サミット首脳会合に伴う警備

について説明します。

資料の19ページを御覧ください。

５月19日から21日までの間、広島市内におい

て開催されましたＧ７広島サミット首脳会合の

ため、全国警察からの特別派遣を含む最大時約

２万4,000人体制での警戒を実施したところで

す。

本県からも約200名の警察官を派遣し、各国要

人の警護や沿道の警戒のほか、警察船舶、警察

航空機を用いた警戒に従事しました。

沿道の警戒に従事した部隊は、サミットの主

会場とＧ７首脳らの訪問先である平和祈念公園

を結ぶ幹線道路におきまして、連日、早朝から

深夜までの警戒に加え、沿道には住民のほか、

観光客も折り重なっている状況で、常に緊張状

態での警戒に従事しております。

そのような中、派遣部隊の一人一人が警備へ

の理解と協力が得られるよう、住民に対する声

かけや挨拶など、真摯な態度で警備に従事した

結果、当県警のホームページに「警備されてい

る全ての方が住民に挨拶をしていただき心が安

らぎました」、「爽やかな挨拶をしてくれたので、

とても県民性を感じました」など、本県警察官

に対する好意的な反響が多数寄せられました。

また、警備終了時には、警戒区域にある保育

園の園児から見送りを受けるなど、心温まるエ

ピソードもあり、派遣された警察官はもとより、

派遣中、本県の治安維持に当たった全ての職員

が、職責の重要性を再認識したところです。

○山内委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について、質疑はありません

か。

○日髙委員 関係ないかもしれないですけれど

も、保育園児の見送りという最後の写真が本当

に素敵だなと思いました。県外から宮崎県に来

ていただいただいたときに、歓迎会、送迎会と

か、そういうものはあるのでしょうか。

○久留米警備部長 今回は、コロナの関係もあ

りまして、全部を集めてはやっていませんけれ

ども、各県部隊の幹部を集めまして、入県式と

解散式を行いました。解散式の際には、功労の

あった県外派遣部隊の職員に本部長からの感謝

状を贈呈するなどしております。

○山内委員長 ほかによろしいでしょうか。
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それでは、その他で何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 以上をもって警察本部を終了い

たします。執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時７分休憩

午前11時12分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、企業局長に概要説明を求めます。

○井手企業局長 早速、説明をさせていただき

ます。

本日、御報告させていただきます項目につき

まして、資料の２ページになります。目次を御

覧ください。

今回、企業局は、議案はございません。提出

報告書関係が２件、その他報告事項が１件、合

計３件、説明をさせていただきます。

まず、Ⅰの令和５年６月県議会定例会提出報

告書関係であります。

令和４年度宮崎県公営企業会計（電気事業）

予算繰越計算書、令和４年度宮崎県公営企業会

計（電気事業）継続費繰越計算書の２件の繰越

案件の御報告でございます。

これらは、令和４年度予算に計上しておりま

した経費のうち、令和５年度に繰り越したもの

につきまして、地方公営企業法第26条及び同法

施行令第18条の２の規定により御報告するもの

であります。

次に、Ⅱ、その他報告事項でございますが、

一ツ瀬川県民スポーツレクリエーション施設の

第４期の指定管理者の指定期間が、今年度をも

ちまして終了しますことから、現在、準備を進

めております第５期の選定について御報告をさ

せていただくものでございます。

○山内委員長 次に報告事項に関する説明を求

めます。

○伊豆総務課長 本議会に提出しております報

告事項について、御説明をさせていただきます。

資料の３ページを御覧ください。

このページから５ページまでは、令和５年６

月定例会提出報告書のうち、企業局の所管部分

を抜粋したものをおつけしております。

企業局の報告事項は２件ございますが、いず

れも、令和４年度宮崎県公営企業会計に係る予

算の繰越しに関するものでございまして、地方

公営企業法第26条第３項及び地方公営企業法施

行令第18条の２第１項の規定に基づき御報告す

るものでございます。

報告事項の１件目であります。

令和４年度宮崎県公営企業会計（電気事業）

予算繰越計算書について、御説明させていただ

きます。

こちらには、資本的支出の建設改良費の繰越

額について記載をしております。

御覧の３つの事業で繰越しを行いまして、表

の中ほど、左から数えまして６番目に翌年度繰

越額の列がございますけれども、その一番下の

計の欄にありますとおり、４億4,640万7,235円

の繰越しを行ったところでございます。

繰越しの理由につきましては、表の一番右の

説明の欄に記載をしておりますけれども、事業

主体であります県土整備部において事業が繰り

越されたことや、半導体不足の影響によりまし

て機材の納品に日時を要したことなどによるも

のでございます。

資料４ページを御覧ください。

こちらには、事業費の営業費用の事故繰越額

について記載しております。
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御覧の２つの事業で繰越しを行いまして、表

の中ほど、左から６番目の翌年度繰越額の計の

欄にありますとおり、9,533万9,296円の繰越し

を行ったところでございます。

繰越しの理由につきましては、表の一番右の

説明の欄に記載をしておりますけれども、令和

４年の台風第14号により現場への経路が被災し、

その復旧に日時を要したことによるものでござ

います。

資料５ページを御覧ください。

報告事項の２件目であります。

令和４年度宮崎県公営企業会計（電気事業）

継続費繰越計算書について、御説明をさせてい

ただきます。

継続費につきましては、各事業年度の支出予

定額のうち、当該年度内に支払い義務が生じな

かったものがある場合には、その額を継続年度

が終了するまで逓次繰越して使用することがで

きることとされております。

こちらには、資本的支出の建設改良費に係る

逓次繰越額及び繰越額について記載しておりま

す。

御覧の４つの事業を繰り越しまして、表の右

から５番目の翌年度逓次繰越額の欄の計にあり

ますとおり、29億4,708万6,853円を翌年度に繰

越しをいたしました。

このうち、上から２つ目の事業、渡川発電所

発電設備一括更新工事は、平成29年度から令和

４年度までの６か年の事業としておりましたけ

れども、新型コロナウイルス感染症の影響を受

けまして工期を延長することとなったことから、

予算の繰越しを行ったものでございます。

○山内委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について、質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○山元経営企画室長 一ツ瀬川県民スポーツレ

クリエーション施設における次期指定管理候補

者の選定について、御報告いたします。

資料の６ページを御覧ください。

企業局では、一ツ瀬川県民スポーツレクリエ

ーション施設の管理運営について、平成18年度

から指定管理者制度を導入しておりますが、今

年度末で第４期指定期間が終了することから、

来年度からの第５期指定管理者を募集するもの

であります。

まず、１の現在の管理運営状況についてであ

りますが、（１）の施設の概要にありますとおり、

施設名は、一ツ瀬川県民スポーツレクリエーショ

ン施設、設置目的は、県民の福祉の増進と地域

の振興であります。指定管理者は株式会社モリ

タゴルフ、指定期間は平成31年度からの５年間

であります。

（２）の施設利用状況につきましては、表に

ありますとおり、指定期間の初年度であります

平成31年度の２万4,882人から利用者は増加して

おりましたが、令和４年度の利用者数は台風第14

号の影響により、２万7,289人となっております。

（３）の施設収支状況につきましては、平成31

年度から令和３年度まで黒字でしたが、令和４

年度につきましては台風被害により赤字となっ

ております。

（４）の利便性やサービス向上、利用者増の

取組としましては、乗用カート台数の追加、お

試しキャンペーンやロングランコンペの実施な

どを行っております。

資料の７ページを御覧ください。
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（５）の評価につきましては、施設の管理運

営は適切に行われていること。また、コースの

改善に取り組んでいるほか、独自に乗用カート

を追加導入するなど、利用者に対するサービス

の向上に努めていること。さらに、新規利用者

や１年以上利用がない方を対象にお試しキャン

ペーンを実施するなど利用者の増加に向けて積

極的に取り組んでいることを評価しております。

（６）の課題といたしまして、台風での冠水

被害により当該年度の収支が悪化しております。

また、サービスセンターが老朽化しており、

全体的な改修が必要となっていることから、今

年度、設計を行い、次年度から優先順位を決め

て、対応する予定としております。

レストランにつきましては、売上げが減少傾

向である一方、光熱費は上昇しており、経営状

況が厳しいところです。

次に、２の次期の募集方針についてでありま

す。

（１）の業務の範囲は、施設の利用許可や料

金の収受など施設の利用に関する業務、施設の

維持及び保全に関する業務、その他施設の運営

に関する業務であります。

（２）の指定期間は、令和６年度からの５年

間で、（３）の利用料金は、全て指定管理者の収

入といたします。

（４）の納付金額ですが、これは、指定管理

者から企業局に納めてもらう納付金であります。

基本納付金額は年額1,660万円としており、これ

は、企業局として、経費の見直しを行い、今期

と比較し30万円の増額としております。

資料８ページを御覧ください。

（５）の募集概要につきましては、募集期間

を７月６日からの２か月間としております。

（６）の資格要件につきましては、①から⑧

に掲げる要件としております。

資料９ページを御覧ください。

（７）の選定につきましては、①の審査の流

れにありますように、申請書類に基づく資格審

査の後に、外部委員で構成します指定管理候補

者選定委員会において審査を行いまして、その

審査結果を企業局長等で構成します指定管理候

補者選定会議で確認の上、指定管理候補者を選

定することとしております。

（８）の選定基準でありますが、①の「住民

の平等な利用が確保されていること」から、⑤

の「事業計画書の内容が、地域への貢献及び地

域との連携を考慮したものであること」までの

５つの基準で審査することとしております。

資料10ページを御覧ください。

（９）の審査項目と配点についてであります

が、左側の欄にあります、先ほど御説明いたし

ました選定基準ごとに、中央の欄の審査項目に

掲げている項目について審査し、採点を行いま

す。また、選定基準ごとの配点は右側の欄に記

載しておりますが、②の公の施設の効用を最大

限に発揮する事業計画と④の事業計画を確実に

実施するための管理運営能力に重点を置いた配

点としております。

資料11ページを御覧ください。

最後に、３のスケジュールであります。

６月７日に第１回の選定委員会で募集方針等

を検討したところでありますが、今後、７月６

日からの２か月間の募集期間を経て、９月下旬

に選定委員会による審査を行うこととしており

ます。

その後、10月の選定会議で選定委員会の審査

結果を確認した上で、指定管理候補者を選定い

たしまして、11月定例会にお諮りする予定とし

ております。
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○山内委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について、質疑はありません

か。

○井本委員 この施設収支状況のマイナスとい

うのは県のマイナスですか。それとも委託業者

のマイナスですか。

○山元経営企画室長 収支差額のマイナスは、

指定管理者のマイナスになります。

○井本委員 ということは、県としては痛みは

ないということですね。

○山元経営企画室長 県も納付金額が減額して

いることでマイナスの収支となっております。

○井本委員 評価と書いてありますけれども、

誰の評価ですか。

○山元経営企画室長 これにつきましては、企

業局が指定管理者の評価を行っております。

○井本委員 企業局が指定管理者を評価したの

ですね。どうしても手前みそ的なところがあり

ますよね。客観的な評価を考えないけないので

はないですか。

○山元経営企画室長 確かに客観的な視点は必

要だと思います。

○井本委員 公営企業というのは、法律で基本

的に利益を上げないといけないとなっています

よね。公共の福祉のためになるだけではいけな

いわけです。公共の福祉だけを目的とするなら、

公営企業がすることではない。

今回、赤字が出てしまったけれども、経営主

体をどうするかも考えないといけないときが来

ているのではないのか、と常々思っています。

そういう検討会は、まだやっていないのですね。

○山元経営企画室長 特にそういった検討とい

うものは行っておりません。

○井手企業局長 ゴルフ場に関しましては、３

年に一度ぐらいの冠水を想定した上で、今後永

続できるかどうかの検討を３年前に行いまして、

その時点では３年に一度ぐらいの冠水であれば

永続的に営業できるという結論を見出しており

ます。ただ、今回３年に一度以上の冠水があり

得るのではないかということで、もう一度、そ

の辺の見直しをしていかなければならないので

はないかという課題認識を持つに至っておりま

す。

○井本委員 課題認識を持っていればいいです

けれども、企業局の使命としては、利益を上げ

るというのが基本にあるわけです。公共の福祉

のためだったらほかの部局に任せればいいわけ

であって、その辺をいつも丁寧に考えておいて

いただきたいということであります。

○齊藤委員 過去３期の指定管理者を教えてく

ださい。

○山元経営企画室長 第１期から第３期までは、

一般財団法人一ツ瀬川県民スポーツセンターと

なっております。第４期が株式会社モリタゴル

フで、今回第５期を募集することになっており

ます。

○齊藤委員 乗用カートが約80台あるというこ

とですけれども、一番古いものは、何年頃、何

台ぐらい導入したか教えてください。

○山元経営企画室長 最初の年代は分からない

ですけれども、モリタゴルフが指定管理者になっ

たとき、平成31年度時点で前回の指定管理者が

準備された乗用カートが20台ございました。そ

の後、利用者から乗用カートを増やしてほしい

という要望がございまして、モリタゴルフのほ

うで60台追加しています。

○齊藤委員 サービスセンターの建築時期を教

えてください。ゴルフ場が整備された年月と時

期が一緒かもしれませんけれども。

○山元経営企画室長 設置時期は平成２年にな
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ります。どちらも一緒でございます。

○山内副委員長 資料の６ページで、納付金が

平成31年度だけかなり低い額になっていますけ

れども、どういう計算をされているのか。また、

納付金の増減の計算としては妥当なのか教えて

ください。

○山元経営企画室長 まず、納付金の計算の仕

方ですけれども、資料の７ページの一番下の

（４）納付金額の下から３行目に、納付金の増

額または減額について記載させていただいてお

ります。

納付金額については、指定管理者のコース利

用料などの収入から年間の基準収入額を決めて

おりまして、それを基に基本の納付金額を決め

ています。そこに書いてありますとおり、実際

の指定管理者の収入額が基準収入額を上回った

場合は、その２分の１を基本納付金額から増額

する。下回った場合は、その減額分を基本納付

金から減額するという計算にしております。

平成31年度につきましては、新型コロナウイ

ルス感染症の関係で約１か月間のコースの閉鎖

等もございまして、料金収入、利用者とも、非

常に落ち込んで、減額をしてこの金額になった

ということでございます。

○山内副委員長 １か月ほどの期間できなかっ

たということであれば、12分の１ぐらいの割合

なのかなと思うんですが、ぱっと見、令和２年

の納付金1,600万円に比べて、267万円とすごい

減額されていると思いますけれども、先ほどの

計算した結果でこうなったということでよろし

いですか。

○山元経営企画室長 先ほどの計算の結果でこ

のようになったということでございます。

○山内委員長 今年度から徐々に改修をされて

いくということですけれども、その改修によっ

て、例えば利用者が使えないとか、減らさざる

を得ないとか、利用見込みなどに影響がないの

でしょうか。

○山元経営企画室長 サービスセンターの改修

については、今年度、設計の業務委託を出して

おりまして、その中で検討することにしており、

利用者に影響しないようにやっていきたいと考

えております。

○山内委員長 ほかによろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 その他で何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、以上をもって企業局

を終了いたします。執行部の皆様、お疲れさま

でした。

暫時休憩いたします。

午前11時36分休憩

午後１時６分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、教育長に概要説明を求めます。

○黒木教育長 まず、説明に入る前におわびを

申し上げます。

先日、新聞等でも報道されましたが、育英資

金滞納金の回収通知関連でございます。同姓同

名の別人である育英資金返還者に送付してしま

うという事案がございました。誠に申し訳ござ

いませんでした。教育行政の信頼にも関わるこ

とでございますので、今後、このような不適切

な事務処理が発生しないよう、正確かつ適切な

事務処理をさらに徹底してまいります。

今回、委員会で御審議いただきます教育委員

会所管の議案等につきまして、その概要を御説

明いたします。
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文教警察企業常任委員会資料の表紙をお開き

いただきまして、目次を御覧ください。

今回、御審議いただく議案は、予算議案とい

たしまして、議案第１号「令和５年度宮崎県一

般会計補正予算（第２号）」、特別議案といたし

まして、議案第18号「宮崎県教育振興基本計画

の変更について」の２件でございます。

次に、報告事項といたしまして、令和４年度

宮崎県繰越明許費繰越計算書、令和４年度宮崎

県事故繰越し繰越計算書の２件について、御説

明申し上げます。

資料の３ページを御覧ください。

初めに、議案第１号「令和５年度宮崎県一般

会計補正予算（第２号）」についてであります。

表に太線で囲んであるところが３か所ござい

ますが、その一番上、一般会計の合計の欄を御

覧ください。

今回、２億1,777万円の増額補正をお願いする

ものであります。

○山内委員長 次に、議案等についての説明を

求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○畑中財務福利課長 常任委員会資料の４ペー

ジを御覧ください。

上から１段目、財務福利課の補正予算額は554

万円の増額をお願いしております。

資料の５ページを御覧ください。

上から５段目にあります（事項）高等学校生

徒寮運営費でありますが、その下の説明１、県

立高等学校地区生徒寮光熱費高騰対策支援事業

として554万円の増額補正をお願いするものであ

ります。

これは、原油価格・物価高騰への対応として、

国の臨時交付金を活用し、県立高等学校地区生

徒寮の光熱費増額分について補助を行うもので

あります。

なお、昨年度も同様の補助を行っておりまし

て、このことにより保護者の負担を軽減し、地

区生徒寮における適切な生活環境の安定した提

供が図られるものと考えております。

○間曽高校教育課長 常任委員会資料の６ペー

ジを御覧ください。

高校教育課の補正予算額は9,001万6,000円の

増額をお願いしております。

資料の７ページを御覧ください。

上から５段目にあります（事項）一般運営費

（教育庁共通）の説明欄１の県立学校給食等緊

急支援事業であります。予算額は1,409万円であ

ります。

補正の内容といたしましては、学校で提供さ

れる給食や寮で提供される寮食等につきまして、

これまでどおりの栄養バランスや量の保たれた

安定的な食事を提供するため、国の臨時交付金

を活用し、原油価格や物価高騰による食費増額

分を支援するものであります。

対象は、五ヶ瀬中等教育学校、県立特別支援

学校、地区生徒寮、県立高等学校生徒寮及び宮

崎東高等学校定時制の給食や寮食等でございま

す。

続きまして、表の中段、（事項）学力向上推進

の説明欄１の新規事業「世界と繋がろう！高校

生海外留学支援事業」につきまして、5,733

万6,000円を計上しております。

１段下、２の新規事業「帰国・外国人高校生

に対する学習支援事業」につきまして、777

万4,000円を計上しております。

１段下、３の新規事業「オンラインによる先

端的学習実践研究事業」につきまして、600万円

を計上しております。
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また、３段下の（事項）産業教育振興費の説

明欄１の新規事業「宮崎の産業を支える高校生

協働活動事業」につきまして、481万6,000円を

計上しております。

資料の８ページを御覧ください。

新規事業「世界と繋がろう！高校生海外留学

支援事業」であります。

事業の目的は、海外留学の促進、国際理解教

育の推進を通して地域や県内企業を支え、宮崎

から世界へ挑戦するグローバル人材の育成を目

指すこととしております。

（１）の事業内容について説明をいたします。

①の高校生海外派遣事業の海外留学実践体験

研修では、欧米コースにおきましては、高校生20

人をハーバード大学やコロンビア大学などに派

遣し、大学での講義は大学生との交流、プレゼ

ンテーション等を通して国際的素養を養うこと

としております。

アジアコースでは、台湾、ベトナムの高校等

に県内高校生60人を派遣し、現地の学生との交

流やフィールドワークなどの体験活動等を通し

て、国際的な視野で考える力やコミュニケーショ

ン能力を育成いたします。

高校生留学促進補助事業では、個人で海外研

修を希望する高校生100人に対し、留学費用の一

部を支援いたします。

次に、②のグローバル探求学習推進事業では、

中学生や高校生が県内の留学生やＡＬＴと様々

な活動を行うことで、留学に近い体験ができる

宿泊研修 ひなたグローバルキャンプを通し

て、グローバル感覚やコミュニケーション能力

を育成いたします。

また、グローバル高校生フォーラムでは、海

外高校生とのオンラインでの交流や英語による

ポスターセッションを通して、英語コミュニケ

ーション能力の向上を図ります。いずれも海外

留学への参加意識を高めるための取組となりま

す。

次に、③の国際理解教育推進事業では、高校

生及び保護者を対象に、留学経験者の体験発表

や「トビタテ！留学ＪＡＰＡＮ」担当者からの

説明会などを行う留学支援フェアを開催いたし

まして、留学の魅力を伝えてまいります。

（３）の成果指標でございますが、本事業で

の派遣と国の事業等も合わせまして、３年後に

は、県内の高校生の約１％の260名の留学生数を

目指しております。

続きまして、資料の９ページを御覧ください。

新規事業「帰国・外国人高校生に対する学習

支援事業」であります。予算額は777万4,000円

であります。

事業の目的は、日本語指導を必要とする帰国

高校生や外国人高校生に対して、高等学校受入

れから卒業までの支援体制の構築を図るもので

あります。

（１）の事業内容について御説明いたします。

①の「特別の教育課程」等を支える教育体制

の推進では、日本語指導拠点校や連絡協議会の

設置、授業研究協議会の実施などにより、指導

体制の充実を図ってまいります。

②の高校生に対する日本語指導の支援では、

日本語教育支援専門員の派遣やエリア生活サポ

ーターの配置を行うことにより、支援体制の充

実を図ってまいります。

（３）の成果指標でありますが、３年間で日

本語指導を必要とする帰国・外国人生徒のうち、

日本語の力について、基本的な日本語を理解す

ることができるとされているステージ４以上の

帰国・外国人高校生の割合を50％にまで上げる

ことを目標としております。
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続きまして、資料の10ページを御覧ください。

新規事業「オンラインによる先端的学習実践

研究事業」であります。予算額は600万円であり

ます。

事業の目的は、オンラインを活用し、仮想空

間と現実でのフィールドワーク、遠隔講義や交

流を行うことで、世界に目を向け、未来を切り

開く、創造性豊かで主体的に生きる人間の育成

を図るものであります。

（１）の事業内容について御説明いたします。

①の先端的な学びの実践では、京都大学防災

研究所や宮崎大学など県内外の大学や研究機関

と連携し、オンラインを活用した遠隔講義を行

います。

また、教育系ＩＴ企業等と連携し、遠隔地の

カメラと連動させたＶＲによる体験学習を実施

したり、仮想空間において様々な学校や地域と

交流活動を行うなど、最先端の技術を活用した

探究活動を実践いたします。さらに、ＡＩを用

いた探究活動の評価を活用することで、生徒の

探求する力を育んでまいります。

これらにより、地理的な制約を超え、新たな

時代の学びを創造することができます。

次に、②の文理融合・教科等横断的な学びを

実践するカリキュラム開発では、五ヶ瀬中等教

育学校の特徴である６か年の教育課程の中で、

五ヶ瀬中等教育学校独自の「学際探求基礎」、「学

際探求」などの授業を設定し、文系や理系といっ

た従来の枠にとらわれない新たなカリキュラム

の開発を行ってまいります。

このことにより、生徒は豊かな知識と幅広い

発想力を身につけ、現実社会に存在する様々な

課題に対しても柔軟に対応し、課題解決に臨む

ことができるようになると考えられます。

（３）の成果指標でございますが、探究活動

の外部発表による表彰数を、現状の３件から令

和７年度には倍の６件とすることとしておりま

す。

続きまして、資料の11ページを御覧ください。

新規事業「宮崎の産業を支える高校生協働活

動事業」であります。予算額は481万6,000円で

あります。

事業の目的ですが、複雑で予測困難な時代に

あって、高校生にＤＸに関する知識や技術を身

につけさせ、生徒同士が連携して地域産業の課

題解決につながるプロジェクト学習を行うこと

で、宮崎の産業を支える人材育成を目指すもの

であります。

（１）の事業内容といたしまして、①の「ビ

ジネスの基礎を知ろう」では、知的財産権やク

ラウドファンディングなど、ビジネスに関する

基礎的なことを学ぶ講座を実施いたします。

②の「デジタル技術を深めよう」では、職業

系学科に整備していただきましたＤＸ装置を活

用して、職業系学科だけではなく、普通科も対

象にした外部のエキスパートによる技術支援学

習会を実施し、他学科の学びに触れる機会をつ

くるとともに、学校と産官学や地域とが連携し

た地域課題解決に向けたプロジェクト学習を

行ってまいります。

③の「ＤＸへ発展させよう」では、①、②を

受講した普通科や職業系学科の生徒が協働して

ビジネスプランを企画し、チームとして継続的

な研究活動を続けることにより、ビジネスプラ

ンを完成させ、発表会を実施いたします。

また、各種コンテストや商談会にも挑戦する

ことで、学校や地域の連携によるキャリア教育

にもつながる活動にしてまいります。

（３）の成果指標でありますが、日本政策金

融公庫主催の高校生ビジネスプラン・グランプ
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リに挑戦いたしまして、ベスト100入賞を目指し

ます。なお、ベスト100に入賞できる確率は、応

募数の２％程度となっております。

○横山特別支援教育課長 常任委員会資料の12

ページを御覧ください。

表の上から２段目、一般会計の補正額は１

億2,221万4,000円の増額をお願いしております。

表の右から３列目、補正後の額は６億235

万3,000円となります。

補正の内訳でありますが、資料の13ページを

御覧ください。

中ほどの説明欄、新規事業「未来を創る！高

等特別支援学校整備事業」につきまして、１億700

万円を計上しております。

一番下の段の説明欄、新規事業「特別支援学

校防災設備整備事業」につきまして、1,521

万4,000円を計上しております。

資料の14ページを御覧ください。

新規事業「未来を創る！高等特別支援学校整

備事業」でございます。令和５年度の予算額は

１億700万円をお願いしております。

資料にはございませんが、事業の背景につい

て御説明いたします。

知的障がい特別支援学校におきましては、在

籍者数が増加しており、教室不足等の課題が生

じております。

中でも軽度の知的障がいのある生徒の割合が

増えており、中度、重度の知的障がいのある生

徒との障がいの程度の差が大きいことから、一

人一人に応じた学びが困難な状況にあります。

このことは、職業教育や就労支援にも影響して

おり、就職率の低さにもつながっております。

そこで、資料にお戻りいただきまして、事業

の目的でありますが、県内初となる高等特別支

援学校を設置し、知的障がいの程度に応じた職

業教育を充実することにより、就職率の向上を

図るとともに、地域就労の促進及び共生社会の

実現を目指すものであります。

事業の概要を御覧ください。

（１）の事業内容でありますが、地域就労を

促進できるよう、県内４地区に高等特別支援学

校を設置したいと考えております。

県央地区につきましては新設を考えており、

県北、県西、県南の３地区におきましては、共

生社会の実現に向けた生徒同士の交流ができる

よう、県立高等学校への併設を考えております。

併設校につきましては、空き教室の状況等か

ら、県北地区につきましては延岡商業高等学校、

県西地区につきましては都城商業高等学校、県

南地区につきましては日南高等学校を選定して

おります。県央地区につきましても併設を検討

しましたが、他の地区よりも学級数が多くなる

ことが想定されますことから、併設できる高校

がなく、みやざき中央支援学校敷地内への新設

を考えております。

なお、この整備に併せまして、老朽化の著し

いみやざき中央支援学校と近隣の明星視覚支援

学校の寄宿舎を、明星視覚支援学校の敷地内に

総合的に整備したいと考えております。

整備後の効果につきましては、右側の枠囲み

にありますとおり、一定数の生徒が高等特別支

援学校を選択することによって、教室不足の解

消や実態に応じた学びの充実が図られます。ま

た、今回整備する４つの高等特別支援学校を拠

点に、各地域の特別支援学校の高等部が連携し

て、職業教育に関する専門的な授業や情報を共

有することで、県内全ての特別支援学校の職業

教育の充実も図られ、全体の就職率の向上にも

つなげることができると考えております。

（２）の事業の仕組みでありますが、令和５



- 24 -

令和５年６月21日(水)

～６年度に基本設計・実施設計等、令和７～８

年度に建設工事等といった流れになるものと考

えております。

（３）の成果指標としましては、特別支援学

校の就職率を令和11年度には45％まで向上させ

たいと考えております。

事業の期間は、令和５年度から令和８年度ま

でと考えております。

続きまして、資料の15ページを御覧ください。

新規事業「特別支援学校防災設備整備事業」

でございます。予算額は1,521万4,000円をお願

いしております。

事業の目的でありますが、各特別支援学校の

障がい種や実態に応じた設備を整備することで、

被災時の迅速な情報伝達・避難を行える環境や

医療的ケアが必要な幼児児童生徒が被災時も継

続的な支援が受けられる環境を整備するもので

す。

事業の概要を御覧ください。

（１）の事業内容につきまして、①、聴覚特

別支援学校情報表示システム設置では、聴覚特

別支援学校の校舎内に右側のイメージ図のよう

な情報表示システムを設置いたしまして、災害

時に迅速な情報伝達を行える環境を整備します。

②、災害時用備品購入では、災害時等でも医

療的ケアを継続的に行うための非常用電源や肢

体不自由のある児童生徒が迅速に避難するため

の階段避難車を整備します。

（３）の成果指標としましては、情報表示シ

ステムを県内に２校ある聴覚特別支援学校に、

非常用電源を分校１校を含め13校全ての特別支

援学校に整備することとしております。

また、肢体不自由の生徒が在籍する特別支援

学校で、津波等の災害の際に階段を使った避難

が必要な９校への階段避難車の整備としており

ます。

○久保教育政策課長 続きまして、宮崎県教育

振興基本計画の変更について御説明いたします。

常任委員会資料の16ページをお開きください。

２月議会での常任委員会におきまして、次期

計画素案を報告させていただいたところでござ

いますが、その後、パブリックコメントや教育

委員会での御意見を踏まえまして、計画案を取

りまとめましたので、現行計画からの変更につ

いて、特別議案の御審議をお願いするものでご

ざいます。

まず、資料の一番上、１、計画変更の考え方

でありますが、これまでの計画での成果や課題、

本県の社会情勢や子供を取り巻く環境の変化、

そして、国の教育振興基本計画や本県の総合計

画における内容等を踏まえまして、より実効性

のある計画となるよう見直しを行うものでござ

います。

２の計画の概要でありますが、（１）～（５）

に記載のとおり、第１章から第５章までの構成

としております。

まず、（１）の第１章、計画の策定に当たって

でございますが、①にあります計画の性格は、

教育基本法に基づき、地方公共団体が策定の努

力義務を負うものでございまして、県の総合計

画の部門別計画でもございます。

②の計画の期間でございますが、令和５年度

から令和８年度までの４年間となります。

（２）の第２章、本県教育の現状につきまし

ては、幼児期の教育、学校教育、生涯学習と家

庭・地域の教育、文化芸術・スポーツ活動、こ

の４分野ごとに現状をまとめております。

（３）の第３章、本県が目指す教育の姿であ

りますが、①のスローガンにつきましては、こ

れまでの計画に引き続き、「未来を切り拓く心豊



- 25 -

令和５年６月21日(水)

かでたくましい宮崎の人づくり」としておりま

す。

②の基本目標につきましては、７つの分野に

整理し、その下に19の施策をひもづけておりま

す。項目等については、後ほど御説明いたしま

す。

（４）の第４章、施策の展開及び（５）の第

５章、計画の推進に当たってにつきましても、

後ほど、資料19～21ページで御説明いたします。

続きまして、資料17ページを御覧ください。

３、経緯等でございますが、昨年度から記載

どおりの経緯で作業を進めてきたところでござ

います。中高生や特別支援学校生、大学生など

の意見聴取を行いますとともに、外部有識者や

関係者を交えた基本計画の策定懇話会を開催す

るなど、幅広く意見を聞きながら見直しの作業

を進めてきたところでございます。

次に、４、県民からの意見、パブリックコメ

ントへの対応であります。

今年の３月16日から４月14日にかけまして、

次期計画素案に対するパブリックコメントを実

施したところ、３名の方から９件の御意見をい

ただいております。

主な意見の要旨と県の考え方を記載しており

ますが、１番目の教科等横断的といった文言の

修正の御指摘、２番目の金融経済教育について

の御提案、資料18ページに移っていただきまし

て、３番目の職業教育の充実に関する部分に関

しまして②の知識・技能の文言修正の御指摘と

いったものになっております。

これに対しまして、１番目と３番目の２か所

の文言修正の御指摘につきましては、指摘どお

り修正いたしまして、その他は県としての考え

方を提示しております。

最後に、５、素案からの変更点でありますが、

大きく３点ございます。

まず、１点目としまして、国の教育振興基本

計画の答申内容等の補足説明資料を追加してお

ります。

２点目としまして、第２章、本県教育の現状

の中で図表を載せておりますけれども、そのデ

ータ値を最新の令和４年度のものに更新しまし

て、それに伴い分析文言を修正しております。

また、３点目としましては、推進指標の現状

値を確定いたしまして、目標値を設定したとこ

ろでございます。

続きまして、資料19ページを御覧ください。

計画全体の概要図でございます。

それから、資料20ページから21ページにかけ

まして、資料19ページに記載しております施策

にぶら下がっている主な取組を載せたものでご

ざいます。

まず、資料19ページの概要図で説明いたしま

す。

左側の一番上にあるスローガンの下に、目標

１から目標７までの７つの基本目標と、その右

側に19の施策を体系づけております。

左端の７つの目標を簡単に説明いたしますと、

目標１から目標３までは、豊かな心や確かな学

力を身につけさせる、郷土愛を醸成する、時代

の変化に対応し、世界を視野に活躍する人材を

育成するなどといった、主に学校教育に係る施

策を取りまとめたものでございます。

また、目標４につきましては、スポーツの振

興や健康づくり、目標５は生涯学習や文化の振

興といった児童生徒だけでなく、幅広い世代に

関わる施策を取りまとめたものでございます。

さらに、目標６は、学校の業務改善や教職員

の能力向上を、目標７は、学校を取り巻く環境

整備の充実や、地域や家庭との連携・協働など
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に係る施策を取りまとめたものでございます。

これらの施策の中で、新しい視点で構築した

もの、取組内容の充実を図ったものなど、主だっ

た施策について、20～21ページの資料で説明し

ます。

まず、資料20ページを御覧ください。

左下の施策３、全ての児童生徒に応じた教育

機会の確保でございますが、一番上の丸で、い

じめや不登校、中途退学等への対応の充実に向

けた取組を盛り込んであります。

また、真ん中の列の一番下の施策６、教育の

情報化の推進におきましては、ＩＣＴの活用に

よる児童生徒の資質・能力の育成、教職員の指

導力向上などに向けた取組を新たに盛り込んで

おります。

資料21ページに移っていただきまして、左上

の施策10、幅広い世代でのスポーツの推進でご

ざいますが、４番目の丸の令和９年度に本県で

開催されます国スポ・障スポ大会に向けた競技

力向上の取組を新たに盛り込んでおります。

そのほか、真ん中の列の上から２番目の施

策15、学校における働き方改革の推進におきま

しては、１つ目の丸で、学校の機能を高めるた

めの学校業務の改善を設けておりまして、先生

方が健康で誇りややりがいをもって能力を発揮

できる環境の整備・充実といった取組を載せて

おりますし、２つ目の丸の部活動の地域移行に

向けた環境整備につきましては、公立中学校に

おける休日の部活動の段階的な地域移行に向け

た取組などを新たに盛り込んだところでござい

ます。

なお、その他の施策・取組につきましても、

それぞれ新しい内容を加え、充実を図ったとこ

ろでございます。

続きまして、資料19ページの概要図にお戻り

ください。

資料の右側にあります推進指標につきまして

は、これまでの計画の24指標から、今回43指標

と大幅に増やしたところでございます。

この表の右端に令和８年度の目標値を設定し

ておりますけれども、この目標値の基本的な考

え方としましては、まず、一番下の目標７、一

貫性のある教育推進のため、異校種間の連携に

取り組んでいると答えた学校の割合を項目とし

て上げておりますが、こういった学校における

取組の有無を指標としているケースにつきまし

ては、原則、右端にありますように100％を目指

すこととしております。

それ以外の目標１から目標６までは児童生徒

でありますとか、県民向けのアンケート調査結

果を目標値としております。また、目標３のよ

うに、児童生徒の実数等を目標値としているケ

ースがございます。こういったものにつきまし

ては、現状よりもさらなる努力でございますと

か、工夫をすることで、達成できる水準に設定

したところでございます。

この資料では、各目標ごとに主な１指標だけ

を掲載しておりますけども、実際は43指標を設

定しております。

この中で言いますと、例えば目標２は、教職

員のＩＣＴ活用指導力の向上を把握していく必

要があり、この指標としましては、授業にＩＣ

Ｔを活用して指導する能力に関する項目で、「で

きる」、「ややできる」と答えた教員の割合を設

定しております。

目標３のグローバル化に対応した人材の育成

の把握としましては、県内高校生の留学者数を、

目標６の教職員の長時間勤務の改善の把握とし

ましては、時間外業務時間が１月に45時間未満

に該当する教職員の割合を新たに項目立てしま
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して、目標値を設定したところでございます。

そのほかにも新たな指標を設けており、別冊

の計画案本文の99～103ページにまとめておりま

す。

当計画に掲げました７つの目標や19の施策が

実効性のあるものとなるよう、これらの目標値

の達成を目指しまして、毎年度、点検・評価を

行うなど、定期的に取組の進捗状況を把握しな

がら、着実に推進してまいりたいと考えており

ます。

○山内委員長 執行部の説明が終了しました。

議案等について質疑はありませんか。

○山内副委員長 教育基本振興計画についてお

伺います。ウェルビーイングという言葉が新し

く入っていますが、教師のウェルビーイングと

いう言葉が書かれています。幸福感ということ

だと思いますが、教師のウェルビーイング像は、

どういうものを指しているのか、具体的に何か

あれば教えてください。

○久保教育政策課長 教師のウェルビーイング

像と言いますか、具体的な姿はなかなか表現し

づらい部分がありますけれども、子供たちのウェ

ルビーイングを高めるためには、まずは、教師

をはじめとした学校全体のウェルビーイング

身体的、精神的、社会的によい状態である

こと、幸せと感じている状態、もしくは満足感

を感じている状態が必要になってくるだろうと

考えております。

教師のウェルビーイングについて、私たちな

りに考えてみたところですと、働きやすい勤務

環境はもちろんですけれども、先生としての子

供たちの成長の実感、保護者や地域との信頼関

係といった教師としてのやりがいや地域貢献と

いったものが、大きな要素になろうかと思いま

す。

ですので、今回の計画の中でも、そういった

働きやすい環境、生徒に向きやすい環境といっ

たものを整備していかなければいけないという

ことを盛り込んでいるところでございます。

この計画にも書いていますが、先生方が生き

生きと仕事をすることが、生徒や学校全体にも

よい影響を与え、ひいては、地域全体、社会全

体のウェルビーイング よい状態が循環して

いくことになるということでございまして、教

師のウェルビーイングの実現、向上も、非常に

大事だと思っているところでございます。

○山内副委員長 学校現場にいましたけれども、

例えば、部活動で生徒が頑張って大会で入賞す

るとか、もしくは、放課後や休日等、なかなか

点数が取れなかった子を呼び出して指導して、

次のテストでよくなったときに先生ありがとう

と言われたことに、教師としては幸福を感じま

したが、働き方から見ると、放課後の指導、休

日の指導で、トレードオフになっている部分が

あると思っています。現在、先生たちは、勤務

時間内でどう結果を出すのか。地域とのかかわ

りというのも負担になる場合もありますし、逆

に、ウェルビーイングにつながる場合もあると

思います。そこら辺が見えてこないと、どう働

いていいのか、なかなか分かりません。いろい

ろ難しいけれども、働き方改革の中で、宮崎県

の教育がどういう方向に進んでいくというのが

あれば、教えていただきたいと思ったところで

す。

○大山教職員課長 教師としてのウェルビーイ

ング、のびのびと、生きがいを持って働いてい

ただける環境づくりについては、大きく２つ、

働き方改革と、もう一つ、人材の確保等がある

と思っております。

働き方改革につきましては、これまで４年間
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ほどプランを立ててやってきた成果が大分出て

きておりますけれども、時間外勤務が80時間を

超えていらっしゃる方も一定数いらっしゃいま

す。

そういったところについては、短期的な取組

として、具体的な業務の改善 専門スタッフ

とスクールサポートスタッフ等が最近入ってお

りますので、こういった方を充実させていく。

また、学校のあるべき姿、例えば小学校で言い

ますと、一部教科担任制を進めていく、もしく

は、部活動の地域移行等もしっかり検討をして

いく必要がある。働き方改革については、その

ような形で進めていきたいと思っております。

○西村委員 「世界と繋がろう！高校生海外留

学支援事業」について、「本県初」とありますが、

今までもいろんな海外との交流事業、海外に送

り出す支援はあったと思いますが、どの辺が本

県初なのでしょうか。

○間曽高校教育課長 御指摘いただきましたよ

うに、これまでも、海外に子供たちを派遣する

事業はございましたが、今までは国のお金を使

わせていただいておりました。また、官民一体

で行っている「トビタテ！留学ＪＡＰＡＮ」を

使わせていただいておりまして、「本県初」とい

うのは、県費で派遣をさせていただくことが初

ということで書かせていただいているところで

ございます。

○西村委員 内輪の話ですね。実際、子供たち、

もしくは保護者にとっては、どういう事業にせ

よ、こういう支援事業があることは非常に喜ば

しいことだと思います。

まず、①にありました高校生海外派遣事業の

体験研修だったり、留学補助事業は、例えば所

得制限みたいなものがあるのか。例えば、この

補助事業だけでお金が足りない家庭、生徒に、

優遇される貸付制度のようなもののあっせんと

か、そういうものがあるのか教えてください。

○間曽高校教育課長 ①のア、イの体験研修と

補助事業につきましては、所得制限等は設けて

おりません。

欧米コースにつきましては、１人当たり55万

円の補助を考えておりまして、自己負担を10万

円ほどお願いしたいと考えているところです。

また、アジアコースにつきましては、１人20

万円の補助、自己負担額10万円以内と考えてい

るのですが、これまで各学校で希望者が留学し

た事例等を確認しましたところ、おおよそでは

ありますけれども、欧米コースの場合、大体65

万円あれば10日間の留学は可能ですし、アジア

のほうも、20万円プラス10万円あれば十分に留

学の成果を上げることができると考えていると

ころでございます。

○西村委員 海外と交流するきっかけをつくる

と考えると、この事業であったり、「トビタテ！

留学ＪＡＰＡＮ」という制度はいいと思います

が、何のためにと考えたときに、外国、外国文

化との交流だけだとしたら、単発でこの支援事

業をやるのはもったいないと思います。例えば

語学力があって海外にも興味があるけれども、

残念ながら親の都合で10万円、20万円が用意で

きない家庭もゼロではないと思うし、当然なが

ら本格的な留学を考えたら、先ほどの金額どこ

ろではないお金がかかってしまいます。例えば、

その子供たちが１年間、２年間、本格的に留学

をしたいというときに、奨学金貸与事業みたい

なもので資金を貸して後で回収するとか、その

生徒が宮崎県内企業で就職したり、公務員になっ

たりして、宮崎県のためにスキルを生かしてい

くということであれば、返済は不要にするとか、

そういったものをつくってこそ、本県初の事業



- 29 -

令和５年６月21日(水)

じゃないかなと私は思うんです。

１年だけお金を用意して、留学に行かせる、

きっかけづくりもゼロではないです。でも、こ

の子供たちが、いい経験したな、いい勉強した

な、次はこれを生かして都会の大学、都会の英

文科に行こうと、そのまま宮崎県に帰ってこな

ければ、本県の発展に寄与しているかも分から

ないです。人材育成というのは、その子供のた

めもありますけれども、公費でやる以上はしっ

かりと宮崎県のためにもなってもらいたい。結

果的にその子供が帰ってくるか分かりませんが、

県費を使うのだったら、もっとしっかりと二の

矢、三の矢まで考えたプランがないと、この子

供たちのためにもならないのではないかと思い

ますが、その辺りはどうでしょうか。

○間曽高校教育課長 平成29年の調査ですけれ

ども、宮崎県の留学の割合は0.61％、全国44位

という状況でございました。全国の平均は1.43

％で、宮崎県の倍以上の留学率でございます。

そこで、今回の事業につきましては、あくまで

も留学のきっかけ、そして海外留学の機運を高

めるというところを一つの目標とさせていただ

いております。

また、海外でいろんなことにチャレンジする、

あるいは多様な人と関わるといった経験をした

子供たちが宮崎に戻ってきて、宮崎県の産業に

寄与する、そういう人材を育成したいという思

いでこの事業をつくっているところでございま

す。

○井本委員 私は、県内の高校生が宮崎県にと

どまらないといけないという、そんな狭い考え

ではいけないと思います。坂本龍馬だって江戸

に行ったからこそ、あんなでかいことできた。

考え方の違いですけれども、地域や県内企業を

支えるようなとは言わないで、もうちょっと大

きな人材を育てるようなことを言ってもいいの

ではないかとそんな気がします。

それはともかく、確かにグローバルな視点を

持つことのできる人間を育てようという思いが

があるんだろうと思いますけれども、そのため

には独立心、自立心を育てる必要がある。私が

県議会議員になった頃、先生が夏休みに中学生

を５～６人集めて、京都府ぐらいまでの距離を

ヒッチハイクで行ってこい、向こうで会おうと

いうことで、先生も自分でヒッチハイクして行っ

たんです。先生は、途中で事故が起きないか心

配しますが、無事集まり、夏休みが終わって、

その５人の顔を見ると、顔が全然違う、自信に

満ちています。だから、確かに危ないけれども、

ある程度そういうものを痛感しないことには、

人間の自立心はつかないのではないかという気

がするんです。

ですから、例えば自分でコースを決めるとか、

自分で会いたい人を決めるとか、飛行機のチケッ

トは自分で手配するとか、そういうこともある

程度させて、自立心を養うということをやって

もいいのではないかという気がします。

私も学生時代に２年間世界を放浪していて、

自分としてはよかったのではないかと思ってい

ます。だから、できるだけ若いうちに世界を見

てくることは大賛成なんです。

年を取って余裕ができてからだと、人間の柔

らかい感受性が薄れてしまう。若いうちの感受

性を刺激するために、世界を見る。私の感覚で

は、アメリカよりもヨーロッパの方がいい気が

します。ヨーロッパは歴史があります。だから、

ヨーロッパを見て歩くだけでも刺激になるとい

う気がします。

欧米とアメリカと両方とも行くようになって

いるのですか。



- 30 -

令和５年６月21日(水)

○間曽高校教育課長 今はアメリカを考えてお

ります。

○井本委員 アメリカでもいいですけれども、

どちらかというとヨーロッパのほうが勉強にな

る。悪くはないけれども、やっぱり歴史のある

ヨーロッパのほうが見がいがあるような気がし

ます。

基本的にいいと思いますから、ひとつ頑張っ

てください。

○間曽高校教育課長 御意見ありがとうござい

ます。自分でプログラムをつくるというところ

ですけれども、「トビタテ！留学ＪＡＰＡＮ」、

それから今回の事業では、個人でつくったプロ

グラムに補助をさせていただくことになってお

ります。

また、日本のスーパーグローバル人材と申し

ましょうか、そういった人材としてしっかりと

育てつつ、地元のよさにもしっかりと気づくよ

うなローカルの視点も持ち合わせた人材を育成

してまいりたいと考えているところです。

○齊藤委員 「世界とつながろう！高校生海外

留学支援事業」についてお尋ねします。

私も、この事業に関してすごく期待をしてい

る一人ですけれども、先日、欧米コースに関し

ては、ハーバード大学、コロンビア大学とお聞

きしましたけれども、この２つの大学を選考し

た理由を教えてください。

○間曽高校教育課長 これまで大宮高校を中心

に、ＷＷＬという国の事業を行っておりまして、

この事業で既にハーバード大学やコロンビア大

学とネットワークができております。新たに構

築するのではなく、これまで培ったそのネット

ワークを生かして留学させていきたいと考え、

この設定にさせていただいております。

○齊藤委員 アジアコースに関しては、台湾、

シンガポール、ベトナムとお聞きましたけれど

も、この３か国を選考した理由と、具体的に学

校が決まっていれば、その辺の詳細も教えてく

ださい。

○間曽高校教育課長 台湾、ベトナム、シンガ

ポールにつきましても、先ほどのハーバード大

学やコロンビア大学と同様の理由でございまし

て、これまで出来上がっているネットワークを

生かしたいと考えているところです。

学校名につきましては、後ほどお答えさせて

いただいてもよろしいでしょうか。

○齊藤委員 国際化という言葉は、40年ぐらい

前に私も高校に通っていた頃から、ずっと聞い

てきています。けれども、実際、40年たった今

でも、私の周りに世界を知っている大人は、そ

んなにたくさんはいません。この事業を進める

ことによって、種まきになって、例えば、これ

を経験した生徒たちが教員になったり、起業家

になって、若い人たちに対して世界を見るべき

だと言うような指導者になってくれることを期

待していますけれども、現時点で、県内の高校

で、世界について話ができるような先生は、ど

れぐらいいらっしゃるのでしょうか。

もっと言うと、子供たちにこういった事業を

勧め、身近なところではなく、世界に目を向け

て、世界から日本を見つめ直すといったことを

語れる先生は、私が学校に行っていたときには、

正直いらっしゃいませんでした。ＰＴＡ活動に

ずっと関わりながら、先生たちと交流する中で、

現在もそこまでいらっしゃるのかと思いますが、

その辺をどう見ていらっしゃいますか。

○間曽高校教育課長 具体的な数字を調べてい

るわけではございませんけれども、以前に比べ、

少しずつ増えてきていると思っております。

また、地域の大人がなかなか話せない場合も
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ありますけれども、いろんな催しを行って、県

内で留学を体験した先輩でありますとか、大学

生でありますとか、あるいは教員でも、留学を

実際に体験した人が話をする機会もしっかり設

けていきたいと考えております。

先ほど御質問のありました学校名ですけれど

も、シンガポールがシンガポール国立大学、ベ

トナムがグエン・タット・タイン高等学校、台

湾が高雄高級中学となっております。

○齊藤委員 次に、特別支援学校の防災設備整

備事業についてお伺いしますけれども、これを

整備されることは本当に喜ばしいことだと思っ

ています。

お尋ねしたいのは、特別支援学校に通われる

生徒の災害時の避難は通常の高校と違って大変

だと、この事業を見ながら想像したんですけれ

ども、日頃から訓練みたいなことはされている

のですか。

○横山特別支援教育課長 特別支援学校は13校

ございますが、全ての学校で日頃から避難訓練

を行っております。中には、地域と連携して避

難訓練を実施したりといった工夫をしている学

校もございます。

○齊藤委員 「未来を創る！高等特別支援学校

整備事業」で、一番下の就職率の向上を24.3％

から45％に持っていくと書かれていますけれど

も、どんな計算をされているのか教えてくださ

い。

○横山特別支援教育課長 視点が２つございま

して、１つは高等特別支援学校に入学した生徒

につきましては、就職率100％を考えております。

あわせまして、一般の特別支援学校の高等部の

卒業生についても、１つの学校につき２人から

３人の就労者がいるという計算で、合計で45％

としているところです。

○齊藤委員 後半のところがちょっと理解でき

ませんでした。

○横山特別支援教育課長 後半の部分ですが、

今回つくろうとしているのが、高等特別支援学

校という学校になります。現在も、特別支援学

校には高等部というものがございます。高等特

別支援学校ができた後も、各特別支援学校には

この高等部が残ることになります。高等特別支

援学校に行った子供たちは就職率100％を目指し

てまいります。これまでの特別支援学校の高等

部に在籍している子たちについても、職業教育

を充実いたしまして、１つの学校につき２～３

名の一般就労ができる生徒が出ると想定しまし

て、全体で見たときに、45％になると計算して

おります。

○齊藤委員 最後に、県の教育振興基本計画の

ことでお尋ねしたいのですけれども、資料16ペ

ージで、本県教育の現状ということで、「幼児期

の教育」、「学校教育」、「生涯学習と家庭地域の

教育」、「文化芸術・スポーツ活動」の４分野ご

とに分けていることを、ぱっと見たときにすご

くいい分け方しているという印象があります。

その中でお尋ねしたいのは、ここ最近、若い

方たちの犯罪が続いている、増えていることに

関してです。社会の一人の人間として、若い人

たちの命に対する捉え方は、我々の時代と変わっ

ているんだろうか。でも、実際自分が見てきた

子供たちは、決してそんなことはないのです。

計画の前半で、命の教育についても触れられ

ていますが 抽象的ですけれども この計

画の中で、宮崎県の子供たちに対しどのように

命の大切さを訴えていこうとしているのか、お

聞きします。

○永井人権同和教育課長 命を大切にする教育

の推進としまして、本県ではこれまでも夏休み
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明けに児童生徒が元気に笑顔で登校できるよう、

毎年、夏休み前の７月１日から７日までを宮崎

県命の教育週間と設定し、この期間を中心とし

て、各学校におきまして、命を大切にする教育

を重点的に行い、県下一斉に命の大切さについ

て考える機会を設けてまいったところです。

具体的な取組で申し上げますと、例えば、参

観日に一斉に道徳の授業を行って命の尊さにつ

いて考えたり、避難訓練を実施することで命を

守る方法を学んだり、または不安や悩みがある

ときには相談してもいいというようなこと

ＳＯＳの出し方に関する教育を実施するなど、

各学校で工夫をした取組を行ってきたところで

ございます。

今後も、こういった取組を一層充実させ、進

めていきたいと考えているところです。

○齊藤委員 私の知っている先生は、動物を通

じて子供たちに命の大切さを教えていらっしゃ

います。我々の子供時代は、学校でウサギを飼っ

たり、カメを飼ったりしていたけれども、衛生

面とかいろんな理由で、だんだんできなくなっ

ていることは理解していますけれども、それで

も動物を通じて命の大切さを教えていくことは、

私はすごくいい手法だと思っています。その辺

りは、この計画の中では一切触れられていない

のですか。

○永井人権同和教育課長 命を大切にする教育

の推進、関連事業として、福祉部局と連携しな

がら実際に動物と触れ合う機会を設けている学

校もございますので、今後も引き続き連携しな

がら進めたいと考えております。

○齊藤委員 家庭・地域の教育という面で、学

校の先生たちを見ていると、先生たちの許容量

を超えたいろんなニーズが集まりすぎて、地域

の力を活用しないと、学校経営がとてもできな

くなっていると感じていますけれども、その辺

りについて、どのように捉えていらっしゃるの

か。

あと、一時期、親学という言葉が聞かれまし

たが、全てとは言いませんけれども、先生方か

らすると子供を教える前に子供の保護者にも教

育していかないと学校の運営が大変だという事

実を認識している者として、その辺りについて、

この計画の中で何か触れられていれば教えてく

ださい。

○猪野生涯学習課長 地域でどのように学校を

支えていくかというのは、大切なことだという

ことを認識しております。

そこで、前教育振興基本計画から引き続いて、

学校と地域が一体的に教育を進めることを推進

しているところでございます。

具体的に申し上げますと、コミュニティスク

ールと地域学校協働活動を一体的に推進してい

くということです。

現在、学校の課題は多様であり、複雑化して

おります。また、同じように保護者も、生活体

系等が変わったりして、子育てに非常に苦労す

る方もいらっしゃると捉えております。

２番目の御質問になりますが、県民みんなで

家庭教育を応援していこうという事業に取り組

んでおりまして、今回の教育振興基本計画にも

盛り込んでおりますし、いわゆる家庭教育をサ

ポートするようなプログラムを活用して、サポ

ーターを派遣するような事業を展開していきた

いと考えております。

○山内副委員長 関連していいですか。命の教

育に関して、昔は豚を育てて食べるというのが

一時期話題になったこともありましたけれども、

今も動物と触れ合うことをやっているところが

あってそのような取組を進めていくということ
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でしたが、全国的には、休日の餌やりとかそう

いった理由で、少なくなっている傾向にありま

すけれども、本県としてはそれを残してやって

いこうという理解でよろしいですか。

○永井人権同和教育課長 命を大切にする教育

の推進におきまして、動物や植物と触れ合う機

会を設けていくことは非常に大切であると考え

ております。いろいろな教育活動の中で、動物

と触れ合ったり植物と関わったりする活動はご

ざいますので、そういったことは今後も引き続

き進めていくように考えておりますが、学校の

中で動物を飼育したり、植物を栽培していくよ

うなことは、先生方の働き方改革といったこと

とも関連しますので、十分検討しながら進めて

いきたいと考えております。

○井本委員 私は、人生の中でも子供の頃の教

育が一番根っこにある大切な教育じゃないかと

いう気がします。私も76歳ですけれども、人生

の中で、何が一番自分をつくり上げているかと

考えると、母親、父親、特に母親から愛された

ということが結局一番大きい、それが土台になっ

ているという気がします。そういう意味では、

母親からの教育を大切にすることを応援されて

いるのはすばらしいので、ひとつやっていただ

きたいと思うけれども、保育所とか幼稚園との

連携といったことを考えてもいいという気がし

ますが、その辺はどうなっていますか。

○田中義務教育課長 幼児期の教育は、生涯に

わたる人格形成の基礎を培う上で非常に重要だ

といわれております。

今、就学前の教育と学校教育をどうつなぐか

が非常に大事であり、５歳児と小学校１年生を

どうつないでいくのか 架け橋プログラムと

いうこともいわれております。そういう取組も

行われておりますので、小学校から中学校、高

校へと円滑な学びをつなげていくような取組を

推進していく必要があると思っております。

○井本委員 具体的にそういう教育、連携をし

ているのですか。

○田中義務教育課長 これまで幼稚園・保育所

側からは、小学校に向けてのアプローチカリキュ

ラムというものをつくっております。学校側は

それをどう受け止めてスタートしていくのかと

いうスタートカリキュラムというのをつくって

おります。これは、当然連携しながらつくって

いるものですけれども、そこがうまくかみ合っ

ていないというところが課題としてございまし

たので、就学前と入学後をしっかりつなぐよう

な役目として架け橋プログラムがあります。

○井本委員 分かりました。しかし、私が言っ

ているのは、幼児教育と小学校の教育をつなぐ

話ではあるけれども、幼児教育そのものをもっ

と徹底してするべきじゃないのかということで

す。小さい頃は、非認知能力が形成される時期

で、そこに対する母親の影響は一番大きいと思っ

た。けれども、母親は今、共働きでなかなか一

緒にいることが少なくなってきたから、それを

受け持つのは幼稚園、保育所ではないかと思う

のです。特別に知的な教育をするべきだとは言っ

てないのです。本当に自分は愛されている、自

分が実存としてどっしりしたものの中にあると

いう感覚が一番大切じゃないのかという気がす

るのです。その辺を大切にするということを、

教育委員会と連携してやってもいいのではない

かと思いますが、どうでしょうか。

○田中義務教育課長 その点につきましては、

非常に重要な視点だと思っております。子供の

非認知能力を目指す10の姿として、例えば自立

心とか協働性とか、あるいは社会生活との関わ

りといったような姿をしっかり育てようという
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取組も行われております。その取組の中で家庭

というものが非常に重要な役割を担うと考えて

おりますので、教育委員会と福祉部局としっか

り連携を取りながら進めてまいりたいと思って

おります。

○黒木教育長 生涯学習という言葉が話題に

なっておりますが、今までベクトルがどうして

も上のほう 学校を出た後、社会の中で年を

取った後とかばかりに行っており、よくなかっ

たと思っております。

幼児教育も生涯学習であり、ベクトルは下の

ほうにも向けなくてはいけないと思っておりま

す。家庭、幼稚園・保育所を含め、就学前の子

供たちの学びがどうあるべきか、私たちの視点

自体も改めて見定めていく必要があり、その中

で人格形成につなげていくことが大事だろうと

思っております。

○前屋敷委員 補正予算による県立学校の給食

費の支援は、大変大事なことだと思いますが、

地区の生徒寮は県内には何か所あるのですか。

○畑中財務福利課長 生徒寮については、今、

県内に６か所ございます。

○前屋敷委員 地域を教えてください。

○畑中財務福利課長 内訳としましては、高千

穂町に１か所、延岡市に２か所、日向市に１か

所、西都市に１か所、宮崎海洋高等学校の生徒

寮ということで、合計６か所ございます。

○前屋敷委員 今回、オンラインによる先端的

学習実践研究事業とか幾つか新規事業を行いま

すが、直接これらの予算との関わりはないです

けれども、デジタル化が進められる中で、当初、

小中学校生にはタブレットを１人１台でしたが、

高校生には３人に１台という状況でしたけれど

も、今もそれは変わりはないのか、１人１台に

なったのか教えてください。

○久保教育政策課長 令和３年度までに、高校

は２人に１台まで整備が進みましたが、高校卒

業後のことも踏まえて、具体的に考えていかな

ければいけないということで、令和４年度の入

学者からは自分の負担で御購入していただいて、

今２年生まで、１人１台の端末を整備している

状況になっております。ただ、経済的な理由で

なかなか購入が難しい生徒もいますので、3,400

台の貸与用の端末を整備しているところでござ

います。

○前屋敷委員 １人１台を購入するということ

で、自己負担はどのくらいになっていますか。

○久保教育政策課長 御自分で持っているタブ

レットをそのまま持って来ていいという学校も

ございますし、購入される場合は、機種等によっ

てそれぞれ違いますけれども、具体的には、３

万5,000円から６万9,000円ぐらいの金額になる

と把握しているところでございます。

○前屋敷委員 かなりの負担になりますよね。

２人で１台では、限られた時間でしか使えない

ですし、全国的にもこういう状態だというよう

な話は聞いています。

高校教育は、義務教育ではありませんけれど

も、それなりの整備がされた上で成り立つので

はないかと思います。今後の課題になろうかと

思いますが、状況を聞かせていただきました。

それから、高等特別支援学校の整備について、

先ほどの質疑の中で、これまであった高等部と

のすみ分け、違いは分かったのですけれども、

学校を卒業した後の就業、生活の自立をしてい

くという点で、就職できるということが大事な

ことで、特別支援学校の整備で職業教育の充実

がなされることは確かに前進だと思います。

親御さんからは、職業教育だけに特化してし

まうのではないか、これまで高等部でいろいろ



- 35 -

令和５年６月21日(水)

な知識を学んでいたがおろそかになってしまう

のではないかと心配の声も聞いたところで、そ

ういう面もあるなと思ったのですけれども、職

業教育の充実がどの程度の割合で進んでいくの

か。職業訓練校ではないだろうと思うのですが、

その辺の兼ね合いを教えていただけますか。

○横山特別支援教育課長 高等特別支援学校の

職業教育の割合ですが、高等特別支援学校は一

般の特別支援学校の高等部と違いまして、産業

教育に関するカリキュラムを入れてまいります。

例えば、教科としての農業ですとか、教科とし

ての福祉ですとか、そういった教科が入ってま

いります。そこが特別支援学校の高等部との違

いであり、そういったところを充実することも

非常に大事なのですけれども、併せまして、卒

業後の自立に向けた能力を培うための内容とし

て、特別支援学校では自立活動の指導というも

のを実施しておりますが、高等特別支援学校に

おきましても、実施するように検討していると

ころです。この指導の中で、本人の障がいの特

性に応じた生き方について必要な力をつけてい

くよう、しっかりと取り組んでまいりたいと考

えております。

○前屋敷委員 職業教育というのも将来に向け

て大事になりますので、そこを重視しながら、

併せて基本的な教育も軽んじられないように

しっかりと行っていただきたいと思います。

それから、資料15ページの防災設備の件です

けれども、一番下の階段避難車の整備で、特別

支援学校13校のうち９校で整備することになっ

ていますが、残りの学校については、別段必要

ないのですか。

○横山特別支援教育課長 この階段避難車は、

肢体不自由のある児童生徒が被災時に階段を

使って迅速に避難できるように整備するもので

ございます。

今回対象となっていないのが13校中４校です

けれども、この４校の内訳といたしましては、

まず肢体不自由の児童生徒が在籍していない特

別支援学校 都城さくら聴覚支援学校と明星

視覚支援学校になります。残りの２校につきま

しては、校内に階段がない学校 ２階に教室

がない学校になります。具体的には、みなみの

かぜ支援学校と清武せいりゅう支援学校になり

ます。この４校については階段避難車を整備し

ないという状況でございます。

○山内委員長 関連して、高等特別支援学校に

ついて、産業教育も入ってくるのが通常の高等

部との違いということでしたけれども、そもそ

も高等特別支援学校というものがそういうもの

なのか。それとも、宮崎県の教育委員会の方針

として、宮崎県では、高等特別支援学校は産業

教育に力を入れていく学校であるという位置づ

けをしているものなのかを教えてください。

○横山特別支援教育課長 もともと高等特別支

援学校と申しますのは、高等部のみを置く特別

支援学校の総称となっております。全国にいろ

いろな形態の高等特別支援学校がございますが、

ほとんどの高等特別支援学校が、本県と同じよ

うに職業教育に力を入れる教育課程を編成して

おります。本県もそのような形で職業教育に力

を入れた高等特別支援学校の設置を目指してい

きたいと考えているところです。

○山内委員長 成果指標として、高等特別支援

学校の就職率は、いずれ100％を目指したいとい

う話を先ほど伺ったときに、今後社会で生きて

いくために必要な力なのでそういう考え方もあ

るだろうと思う一方で、就職は目指さないけれ

ども学びたいという生徒、保護者の方が入学を

御希望された場合は対応できないのかという疑
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問が浮かんだのですが、その点に関してはいか

がでしょうか。

○横山特別支援教育課長 本県の高等特別支援

学校につきましては、入学者選抜をする方向で

考えております。その際の要件といたしまして

は、一つは知的障がいがあるということ、もう

一つが卒業後に一般就労を希望するということ

です。その２つの要件を満たした中で、高等特

別支援学校の教育課程を十分に履修できる生徒

を選抜していきたいと考えているところです。

卒業後に就職を希望していない生徒につきま

しては、これまでどおり特別支援学校の高等部

に進学しまして、そこで本人の希望に応じた学

習を進めることが可能になると考えているとこ

ろです。

○前屋敷委員 みやざき中央支援学校と明星視

覚支援学校に寄宿舎を整備するという御説明が

ありましたけれども、規模はどのくらいなのか、

そして希望者の方は全員受け入れられるのか、

教えてください。

○横山特別支援教育課長 寄宿舎の規模ですが、

鉄筋コンクリートの２階建てで約3,000平米を想

定しています。定員といたしましては、50名か

ら60名程度を想定しているところです。

現在の在籍者数は、みやざき中央支援学校が37

名、明星視覚支援学校が10名、合計47名ですの

で、50名から60名で十分に受入れができると考

えているところでございます。

○日髙委員 帰国・外国人高校生に対する学習

支援事業の対象学生とその人数は、現在どれぐ

らいいらっしゃるのでしょうか。

○間曽高校教育課長 ６月に改めて調査をいた

しましたところ、６校に10名、対象の生徒がお

られます。

○日髙委員 せっかく支援されるのだったら、

こういう体制が宮崎県にあるということで宮崎

県に来ていただけると思うので、大きく発信し

ていただきたいと思います。留学生は全く関係

ないのでしょうか。

○間曽高校教育課長 留学生につきましては、

全く別でございます。

発信につきましては、県立学校はもちろんで

すけれども、中学校にもしっかりと周知を図っ

てまいりたいと考えているところです。

○日髙委員 海外に行ってもらうのは大事だと

いう話がありましたけれども、せっかくこうい

う学習支援事業がありますので、海外から来て

いただく体制も考えていただけたらと思います。

秋田県の国際教養大学では、海外から生徒を

６割ぐらい受け入れていると聞きます。学校で

そのぐらい留学生を受け入れると、多彩、多様

な教育ができるのではないかとも思います。

○間曽高校教育課長 しっかりと事業を推進し

てまいりたいと考えております。

○山内副委員長 県立学校給食緊急支援事業に

ついて、８月から牛乳が全国的に一斉値上げに

なると思いますけれども、そういうものも含ん

だ形で検討されているのか。値上げされたとき、

今後もこういう形で出てくるのか教えてくださ

い。

○間曽高校教育課長 牛乳につきましては、物

価上昇分も含めて積算をさせていただいている

ところでございます。

○齊藤委員 教育振興基本計画（案）の49ペー

ジ、基本目標３「ふるさとへの誇りと愛着を持

ち、世界を視野に活躍する人材の育成」の施策

の７として「郷土を愛し、地域社会に参画する

態度を育む教育の推進」とありますが、ずっと

読ませていただいて、宮崎県が輩出した郷土の

偉人に関してどこにも触れられていないのです
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けれども、偉人の教育はされないのですか。

○田中義務教育課長 小学校、中学校の社会で

触れて、道徳の授業の中で取り上げているよう

なケースもございますので、偉人の学習は現在

も行われております。

○齊藤委員 それは、市町村の教育委員会に委

ねているということですか。

○田中義務教育課長 県が作成しております副

読本がございます。３年生の副読本につきまし

ては、地域のことを学ぶようになっております。

４年生の副読本につきましては、県のことを学

ぶことになっております。そのような副読本に

おいて、偉人を紹介して学習で活用している取

組もございます。

○齊藤委員 確認ですけれども、県内の学校で

あれば、必ず授業の中で学ぶという理解でいい

ですか。

○田中義務教育課長 そのような認識で間違い

ありません。

○山内委員長 教育振興基本計画案に関連して

伺います。99ページの基本目標１の表の施策２

で、「小・中・高等学校等の通常の学級において、

個別の教育支援計画の作成を必要とする児童生

徒のうち、実際に個別の教育支援計画が作成さ

れている児童生徒の割合」の現状値が、小学校

９割、中学校も９割に対して、高校が47.1％と

半分を切っているというのは、県立の学校の課

題の一つではないかと感じていて、どうしてこ

ういう状況なのか、背景などを教えていただけ

ますでしょうか。

○横山特別支援教育課長 高等学校について割

合が少し低くなっておりますのは、高等学校に

入学する際に、自分は高等学校ではもうしっか

りやれる、保護者がこの子は高等学校からはしっ

かり自分でやっていける、個別の教育支援計画

は必要ないと考えていらっしゃる方々もいらっ

しゃいます。個別の教育支援計画は、学校と保

護者で一緒に作成するものとなっておりますの

で、そういった方々については、なかなか作成

が難しいという状況がございます。ただ、そう

いった生徒につきましても支援は必要でござい

ますので、支援計画はないものの、学校で先生

方が本人のニーズに応じた支援を行ったりです

とか、もしくは中学校から情報を得て対応した

りですとか、そういったことも行っております。

その中で、ニーズについて、本人、保護者と一

緒に、段々と確認を取っていきながら、最終的

には、個別の教育支援計画を作成する方向で取

り組んでいるところでございます。

○山内委員長 今の御説明で安心したのですけ

れども、御本人や保護者も自覚できていない、

認識できていない、受け入れられていないとい

うような部分もあると思いますので、時間をか

けながらでも、適切な教育や支援が受けられる

ような体制をつくっていただきたいと思います。

先ほどの高等特別支援学校の話とも通じるの

で質問させていただいたのですけれども、学び

たい生徒に対して適切な支援や教育がきちんと

受けられるような体制づくりをしっかり今後も

進めていただきたいと思います。

○横山特別支援教育課長 昨年、文部科学省が

行った調査で、高等学校においても2.2％の割合

で通常の学級に支援が必要な子供たちがいると

いう調査結果が出ておりますので、どの学校で

も支援が必要な子供たちはいるという認識で先

生方も対応していただいているところです。

あわせまして、高校でも通級による指導

通常の学級に在籍しながら週に１～２時間程度、

別室で障がいによる困難さを改善・克服する指

導を受ける仕組みがあるのですが、この通級に
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よる指導を充実させることもしっかりと取り組

んでいきたいと考えているところです。

こういった対応により、子供たちの学びたい

という気持ちにしっかりと寄り添う教育を進め

ていきたいと考えております。

○山内委員長 次に、報告事項に関する説明を

求めます。なお、委員の質疑は執行部の説明が

全て終了した後にお願いいたします。

○畑中財務福利課長 常任委員会資料の22ペー

ジを御覧ください。

令和４年度宮崎県繰越明許費繰越計算書のう

ち、財務福利課の４事業につきまして御説明い

たします。

上から１段目、左から３つ目の事業名「臨時

営繕事業」であります。これは、既存施設のう

ち、臨時に補修、改修が必要になった施設設備

について工事を行う事業であります。令和４年

度は、県立高校３校のグラウンド改修工事に係

る費用につきまして、関係機関との調整に日時

を要したことにより繰越しを行ったものであり

ます。繰越額は、事業名の欄から２つ右の翌年

度繰越額の欄にありますとおり5,584万1,000円

であります。

次に、上から２段目、事業名「県立学校老朽

化対策事業」であります。この事業は、外壁改

修や屋根の防水工事などにより劣化が進んでい

る県立学校の建物の老朽化対策を行う事業であ

ります。令和４年度は、県立高校８校の老朽化

対策工事に係る費用につきまして、天候不順や

資材入手難により工期が不足したことや、関係

機関との調整に日時を要したことにより繰越し

を行ったものであります。繰越額は２億5,695

万4,000円であります。

次に、上から３段目、事業名「県立学校運動

場整備事業」であります。これは、県立学校の

グランドの維持管理や補修に加え、防球ネット

の整備により周辺環境への対策を行う事業であ

ります。令和４年度は、県立高校２校のグラン

ド改修工事に係る費用につきまして、関係機関

との調整に日時を要したことにより繰越しを行

うものであります。繰越額は2,037万1,000円で

あります。

最後に、上から４段目、事業名「文教施設災

害復旧事業」であります。これは県立学校及び

その他の教育施設の土地、建物などの災害復旧

を行う事業であります。令和４年度は、昨年度

発生した台風第14号により被災した五ヶ瀬中等

教育学校屋内運動場の屋根や照明設備等に係る

災害復旧工事の費用につきまして、関係機関と

の調整に日時を要したことにより繰越しを行う

ものであります。繰越額は１億1,350万4,000円

であります。

○横山特別支援教育課長 常任委員会資料の22

ページを御覧ください。

下から４段目「スクールバス安全装置導入支

援事業」の666万円の繰越しと、下から３段目の

同じく「スクールバス安全装置導入支援事業」

の378万円の繰越しをお願いするものでございま

す。

上の段は市町村が運行する小中学校のスクー

ルバス、下の段は特別支援学校のスクールバス

への子供の車内置き去り事故防止に関する安全

装置の導入に係る費用でございます。いずれも

国の事業を受けまして、令和４年度11月定例会

に上程させていただいたものですが、国の補正

予算時期等の関係により、安全装置の調達に要

する期間が不足することが見込まれたため、繰

り越したものでございます。

○木宮スポーツ振興課長 同じく資料22ページ

をお願いします。
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下から２段目の事業名「練習環境整備事業」

であります。これは、宮崎県総合運動公園で整

備を行います屋内走路新設工事や自転車競技場

の改修工事などにおいて、工法の検討等に日時

を要したことにより繰り越したものであります。

繰越額は６億9,642万1,073円であります。

○長友文化財課長 同じく資料の22ページを御

覧ください。

資料の一番下の段、事業名「文化財保存整備

補助事業」であります。これは国指定史跡など

の保存整備について、市町村が実施する国庫補

助事業を支援するため、県費による補助を行う

ものであります。

今回、事業主体である市町村が資材の入手困

難などの理由により工期が不足することから事

業を繰り越したため、県の補助金についても繰

越ししたものです。繰越額は356万1,000円であ

ります。

○木宮スポーツ振興課長 令和４年度宮崎県事

故繰越し繰越計算書について、資料の23ページ

を御覧ください。

事業名「練習環境整備事業」であります。こ

れは、宮崎県総合運動公園で整備を行います補

助球技場の照明新設工事において入札不調等に

より契約締結に日時を要し、工期が不足するこ

と等により事故繰越しとなったものであります。

繰越額は１億9,236万2,402円であります。

○山内委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 その他で何かありませんか。

○井本委員 不登校特例校というのは、フリー

スクールみたいなものと思っていいのでしょう

か。

○永井人権同和教育課長 例を申しますと、通

常の公立学校で教育課程をそれぞれ組んで授業

を実施しておりますが、不登校特例校は、その

教育課程を弾力的に運用することで不登校の子

供たちに合わせた教育課程ができる学校という

ことで設置するものでございます。

ですから、フリースクールとは別に、公立の

設置者が設けるものと御理解いただければと思

います。

○井本委員 中身は同じようなものでしょうか。

○永井人権同和教育課長 フリースクールは、

それぞれ子供の実態に合わせて、その事業所が

設けるいろいろな活動に参加するという形にな

りますが、不登校特例校の場合は、学校として

あらかじめ教育課程をしっかりと編成した上で

それを弾力的に運用するという形で実施するも

のであります。

○井本委員 何校ありますか。

○永井人権同和教育課長 現在のところ、全国

で24校です。

○井本委員 宮崎県にはありますか。

○永井人権同和教育課長 宮崎県には現在ござ

いません。

○井本委員 今度、つくるんでしょうか。

○永井人権同和教育課長 今、県としましては

調査研究を進めている段階でございます。

○井本委員 分かりました。

○山内委員長 よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、以上をもって教育委

員会を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時57分休憩

午後３時８分再開
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○山内委員長 委員会を再開いたします。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うことになっておりますので、23日に

行いたいと思います。開会時刻は午後１時とし

たいのですが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 何もないようでしたら、以上を

持ちまして本日の委員会を終わります。

午後３時９分散会
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午後１時０分再開

出席委員（７人）

委 員 長 山 内 佳菜子

副 委 員 長 山 内 いっとく

委 員 西 村 賢

委 員 日 髙 陽 一

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 齊 藤 了 介

委 員 井 本 英 雄

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 黒 田 真 紀

政策調査課主査 西 尾 明

○山内委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案等の採決を行いますが、採決の前

に、賛否も含め御意見をお伺いいたします。

暫時休憩します。

午後１時０分休憩

午後１時２分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

それでは、採決を行います。

採決につきましては、議案等ごとがよろしい

でしょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔「一括でなく、個別に」と呼ぶ者あり〕

御意見をいただきましたので、採決は個別採

決により行います。

まず、議案第１号について、原案のとおり可

決することに賛成の方の挙手をお願いします。

〔賛成者挙手〕

○山内委員長 挙手全員。よって、議案第１号

については、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

次に、議案第５号について、原案のとおり承

認することに賛成の方の挙手をお願いいたしま

す。

〔賛成者挙手〕

○山内委員長 挙手多数。よって、議案第５号

については、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

次に、議案第６号について、原案のとおり可

決することに賛成の方の挙手をお願いします。

〔賛成者挙手〕

○山内委員長 挙手全員。よって、議案第６号

については、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

次に、議案第９号について、原案のとおり可

決することに賛成の方の挙手をお願いします。

〔賛成者挙手〕

○山内委員長 挙手多数。よって、議案第９号

については、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

次に、議案第18号について、原案のとおり可

決することに賛成の方の挙手をお願いします。

〔賛成者挙手〕

○山内委員長 挙手全員。よって、議案第18号

については、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目及び内容について、御要望

等はありませんか。

暫時休憩します。

令和５年６月23日(金)
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令和５年６月23日(金)

午後１時２分休憩

午後１時２分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

それでは、委員長報告につきましては、正副

委員長に御一任いただくことで御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経

営に関する調査については継続審査といたした

いと思いますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 御異議ありませんので、この旨、

議長に申し出ることといたします。

次に、11月８日水曜日から10日金曜日に実施

予定の県外調査につきまして、現時点で何か御

意見・御要望等がありましたら、お出しいただ

きたいと思います。

暫時休憩いたします。

午後１時３分休憩

午後１時７分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

それでは、県外調査につきましては、７月19

日の閉会中の委員会で改めて御意見をいただき

ます。

次に、７月19日水曜日に予定されております

閉会中の委員会につきまして、御意見を伺いた

いと思います。

暫時休憩します。

午後１時７分休憩

午後１時８分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

それでは、７月19日水曜日の閉会中の委員会

につきましては、正副委員長に御一任いただく

ことで、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 何もないようですので、以上で

委員会を閉会いたします。

委員の皆様、お疲れさまでした。

午後１時８分閉会
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